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平成２９年度会津坂下町水防計画書 

 

第１ 総 則 

 この水防計画は、水防法（昭和 24年法律第 193号)第４条の規定に基づき福島県知事から指定

された指定水防管理団体たる会津坂下町が、同法第 33条第 1項の規定に基づき、会津坂下町の地

域に係る河川の洪水等の水災に対処しその被害を軽減することを目的とする。 

 この計画は、会津坂下町地域防災計画第２編一般災害対策編第２章災害応急対策計画の部門別

計画として、水防活動に関する事項について定める。 

 

第２ 水防計画の概要 

 町内河川に対する水防上必要な監視、予報、警戒、通信、連絡、輸送及びダム又は水門若しく

は閘門の操作、水防のための消防団及び防災関係機関の活動、避難誘導、水防管理団体相互間に

おける協力、応援並びに水防に必要な器具、資材及び施設の整備と運用等の実施要領を示したも

のである。 

 

第３ 水防の責任 

 町（水防管理団体）は、水防法第３条の規定によりその区域内の水防を十分に果たすべき責任

を有する。 

 

第４ 安全配慮 

 洪水発生時等における避難誘導や水防作業の際においては、水防団員自身の安全確保に留意し

て水防活動を実施するものとする。 

 ○ 水防団員自身の安全確保のための配慮すべき事項 

  ① 水防活動時にはライフジャケットを着用する。 

  ② 水防活動時の安全確認を可能にするため、利用可能な通信機器を携帯する。 

  ③ 水防活動時には、最新の気象情報を入手可能な状態で実施する。 

  ④ 水防活動は、原則として複数人で行う。 

  ⑤ 指揮者は、水防団員の疲労状況や現場状況の把握に努め、水防団員の安全を確保するた

め、必要に応じ、速やかに退避を含む具体的な指示や注意を行う。 

  ⑥ 指揮者は、水防団員等の安全を確保するため、あらかじめ活動可能な時間等を団員等に

事前に周知し、共有しなければならない。 

  ⑦ 指揮者は、活動中の不測の事態に備え、退避方法、退避場所、避難を指示する合図等を

事前に徹底する。 

 

第５ 水防事務の処理 

 洪水に際し水災を警戒し、防御し、及びこれに因る被害を軽減し、もって公共の安全を保持す

るため、水防法第 10条の２による洪水予報の通知等を受けたときから、洪水による危険が除去さ

れる間、この水防計画に基づいて水防事務を処理するものとする。 
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第６ 水防本部の設置、組織及び事務分掌 

 １ 水防組織の構成 

   県と町（水防管理団体）は、水防事務の円滑な執行を図るため、それぞれ表―１に示す水

防組織を設置し、相互に組織間においては、正確かつ迅速な連絡を行い、的確な水防活動の

実施に資する。 

   （表‐１）水防組織 

（土木部） 

 

（建設、土木、ダム管理事務所） 

 

（市町村） 

 

（水防団、消防団等） 

  

 ２ 水防本部 

 （１）水防本部設置基準 

    以下のアからオに示す事態が生じたときに水防活動の必要があると認めたときに設置す

る。 

   ア 気象業務法の定めに基づく警報が発表されたとき。 

     特別警報：大雨特別警報 

     警  報：大雨、洪水の各警報 

     注 意 報：大雨、洪水の各注意報 

   イ 水防法第 10条による洪水予報が発表されたとき。 

   ウ 水防法第 16条第１項による水防警報が発表されたとき。 

   エ 震度４以上の地震により河川が被災し、水害が発生したとき、または水害のおそれが

あるとき。 

   オ その他、水防管理者（町長）が必要であると認めたとき。 

 （２）水防本部の組織は、次の表－２のとおりとする。 

    なお、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の規定による災害対策本部が設けら

れた場合は、水防本部は、この組織に入り水防事務を処理する。 

 （３）水防本部の事務局は総務課危機管理班に置く。 

 （４）水防配備体制 

    水防本部が設置されたときは、常時勤務から水防配備体制の切り替えを迅速確実に行う。  

    なお、長時間にわたる非常勤務活動の完遂を期するため、水防本部長（町長）は、本

部員を適当に交代又は休養させ、別に定める水防配備要領による非常配備を行う。 

（表－３） 

 （５）水防本部解散基準 

    気象に関する警報及び水防警報が解除され、かつ水防上の危険が解消されたと認められ

る場合に、水防本部を解散する。 
 

水防本部 

  

地方水防本部 

  

水防管理団体 

  

水防団等 

国土交通省 

県 

水防管理団体 

会津坂下町 
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表―２ 

１ 会津坂下町水防本部組織図（会津坂下町災害対策本部組織図） 

災害対策本部長  参 与       
     

町 長  議 会 議 長       
       

          
          

災害対策副本部長  【 部 名 】  【 部 長 】   【 班 名 】  
     

副 町 長  総 務 部  総 務 課 長   庶 務 班 （ 危 機 管 理 班 ） 
    

消 防 団 長         
      行 政 班 （ 行 政 管 理 班 ） 

        
        

災害対策本部員       税 務 班 （ 税 務 管 理 班 ） 
      

教 育 長         
        

総 務 課 長  政策財務部  政策財務課長   広 報 班 （ 政 策 企 画 班 ） 
    

政策財務課長         
      財 務 班 （ 財 務 管 理 班 ） 

生 活 課 長       
        

建 設 課 長       財産管理班 （ 財 務 管 理 班 ） 
      

産 業 課 長         
        

教 育 課 長  生 活 部  生 活 課 長   福 祉 班 （保険年金班・福祉健康班） 
    

子ども課長         
      衛 生 班 （ 戸 籍 環 境 班 ） 

議会事務局長       
        

会計管理者         
 建 設 部  建 設 課 長   土木建築班 （ 都 市 土 木 班 ） 

     
        

       管 理 班 （ 都 市 土 木 班 ） 
      

            
          都市計画班 （ 都 市 土 木 班 ） 
          
            
          上 水 道 班 （ 上 下 水 道 班 ） 
          
            
          下 水 道 班 （ 上 下 水 道 班 ） 
          
            
            
     産 業 部  産 業 課 長   農 林 班 （ 農 林 振 興 班 ） 
        
            
          商工観光班 （ 商 工 観 光 班 ） 
          
            
            
     教 育 部  教 育 課 長   教育総務班 （ 教 育 総 務 班 ） 
        
            
          学校給食センター班 （学校給食センター） 
          
            
          社会文化班  （ 社 会 文 化 班 ） 
          
            
            
     子 ど も 部  子ども課長   子ども支援班 （ 子 ど も 支 援 班 ） 
        
            
          保 育 所 班 （ は ん げ 保 育 所 ） 
          
            
          幼 稚 園 班 （坂下南・坂下東幼稚園） 
          
            
            
     議会事務局部  議会事務局長   議 会 班 （ 議 会 事 務 局 ） 
        
            
            
     出 納 部  会計管理者   出 納 班 （ 出 納 室 ） 
        
            
            
  農委事務局部  農委事務局長   農 委 班 （ 農 林 振 興 班 ） 
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 注：各班の長は、各部長が命ずるものとする。 

２ 各部班の事務分掌 

部 名 班  名 事   務   分   掌 

総務部 

 

 

 

 

 

 

 

庶務班 １ 防災会議に関すること。 

２ 災害対策本部の庶務に関すること。 

３ 総合的災害対策の立案と各部との連絡調整に関すること。 

４ 災害対策本部長（以下「本部長」という。）の命令の伝達に関す

ること。 

５ 消防機関との連絡に関すること。 

６ 災害救助法の適用に関する全般的な具体策の立案及びその実施

に関すること。 

７ 災害救助基金の運用に関すること。 

８ 職員の非常招集に関すること。 

  ９ 災害時における職員の動員及び調整に関すること。 

10 気象情報の接受及び通報に関すること。 

11 部内の他の班に属しない所掌事項。 

12  水防に関すること。 

13  本部長の命ずる応急対策に関すること。                    

 行政班 １ 災害情報の収集連絡に関すること。 

２ 県及び国等に対する要望等の資料作成に関すること。 

３ 部内各班との連絡調整に関すること。 

４ 県及び国等に関する要望等の資料作成に関すること。 

５ 県又は他町村に対する職員の派遣及び派遣のあっせんに関する

こと。 

６ 自衛隊の要請等に関すること。 

７  自動車等の配車に関すること。 

８  防災会議関係機関との連絡調整に関すること。 

９ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 税務班 １ 被災者に対する公的徴収金の減免等に関すること。 

２ 被害状況に基づく各種申告等の期限の延長公示に関すること。 

３ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

政策財務部 

 

広報班 １ 新聞発表、ラジオ放送、テレビ放送、防災行政無線、広報車によ

る広報活動、その他広報に関すること。 

２ 災害写真の撮影、収集、記録等に関すること。 

３  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 財政班 １ 災害対策費の予算措置に関すること。 

２ 公用令書の発行及びこれに伴う損失の補償に関すること。 

３ 応急復旧資金のあっせん等に関すること。 

４  本部長の命ずる応急対策に関すること。 



― 5 ― 

部 名 班  名 事   務   分   掌 

 財産管理班 １ 廃道敷、廃河川敷の管理対策に関すること。 

２ 役場庁舎、附属施設等の被害の調査並びにその他応急復旧に関す

ること。 

３ 義援物資の保管場所の確保に関すること。 

４ 義援物資の受給状況の把握に関すること。 

５ 避難所等への物資の配給に関すること。 

６ 災害義援金（寄附金）の受付、管理に関すること。 

７  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

生活部 福祉班 １ 災害救助に関すること。 

  （１）被災者の避難及び収容所の設置に関すること。 

    （２）炊き出し及び食料品の給与に関すること。 

    （３）被服、寝具類、その他生活必需品の調達に関すること。 

  （４）被災者の生活相談、援護に関すること。 

２ 被災者に対する援護対策に関すること。 

３ 災害ボランティアセンター設置並びに同センターとの連絡調整

に関すること。 

４ 被災者に対する生活福祉資金等に関すること。 

５ 社会福祉関係施設の被害調査及びその応急復旧に関すること。 

６  被災地区における高齢者世帯・心身障がい者（児）世帯等の災害

時要支援者世帯の援護対策に関すること。 

７  老人福祉施設等の被害の調査及びその応急復旧に関すること。 

８  心身障がい者（児）福祉施設等の被害の調査及びその応急復旧に

関すること。 

９ 要配慮者の把握及び避難状況の確認に関すること。 

10 福祉避難所の設置に関すること。 

11 被災地における被災者の健康管理及びメンタルヘルスケアに関

すること。 

12 医療及び助産に関すること。 

13 医薬品の確保及び配分に関すること。 

14  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 衛生班 １ 住民の安否情報の把握に関すること。 

２ 防疫及び清掃に関すること。 

３ 衛生資材の確保及び配分に関すること。 

４ 死体の処理及び埋葬に関すること。 

５ その他衛生全般に関すること。 

６ 被災地区における応急救護に関すること。 

７  医療機関の被害の調査及びその応急復旧に関すること。 

８  環境衛生及び食品衛生の保持に関すること。 
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部 名 班  名 事   務   分   掌 

  ９ 動物（ペットに限る。）救護対策に関すること。 

10  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

建設部 土木建築班 １ 道路、橋りょう等の被害の調査及びその応急復旧に関すること。 

２ 水防活動に関すること。 

３ その他土木全般に関すること。 

４  気象情報の収集及び通報に関すること。 

５  建設事務所等からの公共土木施設被害報告の収集に関すること。 

  ６  河川の被害の調査並びにその応急復旧に関すること。 

  ７ 林道施設及び治山施設の被害の調査並びにその応急復旧に関す

ること。 

  ８ 町営住宅等の応急復旧に関すること。 

９  仮設住宅の建築に関すること。 

10  住宅改良資金のあっせんに関すること。 

11  災害応急住宅等の建設に要する資材の調達及びあっせんに関す

ること。 

12  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 管理班 １ 交通不能箇所の調査及び通行路線の決定に関すること。 

２ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 都市計画班 １ 都市施設の被害調査及びその応急復旧に関すること。 

２ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 下水道班 １ 下水道の被害調査及びその対策に関すること。 

２ 被災地における仮設トイレ等の衛生設備の設置及び管理に関す

ること。 

３ 下水道施設等の応急復旧に関すること。 

４  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 上水道班 １ 上水道の被害調査及びその対策に関すること。 

２ 被災地における飲料水の供給に関すること。 

３ 上水道施設等の応急復旧に関すること。 

４  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

産業部 農林班 １ 農作物及び森林の被害調査並びに応急対策に関すること。 

２ 農薬、肥料の確保、配分に関すること。 

３ 応急用米穀、そ菜及び調味料の調達、あっせんに関すること。 

４ 家畜伝染病の予防及び防疫並びに家畜飼料の調達、あっせんに関

すること。 

５ 農林畜産関係の補助と融資起債等に関すること。 

６ その他農林業全般に関すること。 

７  農業気象に関すること。 

８  被災農業者に対する農林金融に関すること。 
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部 名 班  名 事   務   分   掌 

  ９  農産物の防虫及び駆除に関すること。 

  10  森林病害虫の防除及び駆除に関すること。 

11 農地及び農業用施設の被害調査及びその応急対策に関すること。 

12  林業用施設の被害調査及びその応急対策に関すること。 

  13  災害応急国有林の需要量の掌握及び払い下げのあっせん並びに 

森林管理署との連絡に関すること。 

  14  農業水利の確保に関すること。 

15  災害時における木材及び薪炭の調達並びにあっせんに関するこ

と。 

16  本部長の命ずる応急対策に関すること 

 商工観光班 １ 商工業関係の被害調査に関すること。 

２ 被害時における労働力確保に関すること。 

３ 応急対策のための食料品類（かん詰、漬物等）毛布、衣料品等そ

の他生活必需品及び資材等の調達に関すること。 

４ その他商工業全般に関すること。 

５  被害地区における消費者保護対策に関すること。 

６  物価対策の連絡調整に関すること。 

７  金属製品等の調達に関すること。 

８  被災時における高圧ガス及び火薬類の取締りに関すること。 

９  被害労働者の福祉に関すること。 

10  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

教育部 教育総務班 １ 学校施設の被害の調査及び応急対策に関すること。 

２ 被害地の応急教育及び教職員の動員に関すること。 

３ 被災した児童及び生徒に対する学用品の調達及びあっせん等に

関すること。 

４ 被災した児童及び生徒の保健管理に関すること。 

５ 学童の避難に関すること。 

６  被災地の養護教育の確保及び教職員の動員に関すること。 

７  体育施設の被害の調査に関すること。 

８  被災地の教育関係職員の福利厚生に関すること。 

９  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 学校給食セ

ンター班 

１ 被災園児、児童、生徒に対する学校給食に関すること。 

２ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 社会文化班 １ 文化財等の被害の調査に関すること。 

２ 公民館等の社会教育施設の被害の調査に関すること。 

３ 社会教育施設の応急復旧対策に関すること。 

４ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 
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部 名 班  名 事   務   分   掌 

子ども部 子ども支援

班 

１ 被災地区における児童及び母子世帯等の援護対策に関すること。 

２  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 保育所班 １ 児童福祉施設等の被害の調査及びその応急復旧に関すること。 

２  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 幼稚園班 １ 幼児教育施設等の被害の調査及びその応急復旧に関すること。 

２  本部長の命ずる応急対策に関すること。 

議会事務局

部 

議会班 １ 町議会議員との連絡に関すること。 

２ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

出納部 出納班 １ 災害救助基金の出納に関すること。 

２ 災害応急対策に要する経費の経理に関すること。 

３ その他経理全般に関すること。 

４ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

農委事務局部 農委班 １ 本部長の命ずる応急対策に関すること。 

 備考 事務分掌によるもののほか、事務に余裕のある部又は班は、必要に応じ他部 

   又は他班の行う事務について応援するものとする。 

 

 表－３ 

 状況によっては、上位の体制に直ちに移行する場合がある。 

種別 配備体制 配備につく時期 

水防第１配備体制 少人数の人員で、主に情報の収

集及び連絡にあたり、事態の推

移によっては直ちに招集その他

の活動ができる体制。 

今後の気象情報と水位情報に注意し、

警戒する必要があるが、具体的な水防

活動を実施するに至るまでには時間

的余裕があると認められるとき。 

水防第２配備体制 所属人員の約半分を総員し、水

防活動が発生したときも対応可

能な体制。 

水防活動を必要とする事態の発生が

予想され、数時間後には水防活動の開

始が考えられるとき。 

水防第３配備体制 所属人員の全員を動員する完全

な水防体制。 

甚大な被害が発生するおそれがあり、

第２配備体制では処理しがたいと考

えられるとき。 

  ○水防本部員の注意事項 

  （１）水防本部員は、常に気象状況の変化に注意し、水防配備が発令されれば直ちに出動で

きるよう備えるものとする。 

  （２）第１配備体制発令後は出来る限り外出を避けるなど、常に居場所を明確にしておくも

のとする。 

  （３）本部員の勤務時間は、交代者と引継を完了するまでとする。 

 

第７ 水防本部員の非常参集 

 事務分担する職員等は、水防本部員の作業開始の指令を受けたときは、直ちに本部に参集し、



― 9 ― 

水防本部長の指揮を受けるものとする。 

 

第８ 水防警報 

 国土交通大臣、または河川管理者たる県知事、洪水によって災害が起きるおそれがあるときは、

水防法第 16条第１項の規程により水防警報を発表し水防の必要がある旨を警告する。 

 １ 水防警報指定河川 

 （１）水防警報を行う指定河川 

   ア 国土交通大臣指定河川 

       ○ 水防警報（第 16条第１項） 

 阿賀川 

発表担当者 阿賀川河川事務所長 発表担当者 福島県水防本部長 電話 
阿賀川河川事務所℡:26-6487 

        Fax:26-0526 

河 川 名 区              間 

阿賀川 

（幹川） 

        福島県大沼郡会津美里町穂馬字井戸川乙５３８番の２地先の馬越堰堤から 

 左岸 福島県喜多方市山都町三津合字古屋敷５８４５番の１４地先 

 右岸 福島県喜多方市山都町小舟寺字中崎乙２５３８番の２地先まで 

日橋川 

（支川） 

 左岸 福島県会津若松市河東町福島字簗前甲２３４１番の１地先 

 右岸 福島県喜多方市塩川町金橋字礫の宮３８番の２地先堂島橋から 

    幹川合流点まで 

水防警報

の対象と

なる観測

所 

観測所名 地  先  名 種別 
水防団待機

水位 

（m） 

はん濫注意

水位 

（m） 

計画水位 

（m） 

計画洪水量 

（m3 

 ／s） 

馬越 大沼郡会津美里町馬越 テレメーター 3.40 3.90 8.60 2,900 

宮古 河沼郡会津坂下町大字宮古 テレメーター 1.50 2.00 5.19 3,900 

山科 喜多方市慶徳町山科 テレメーター 1.80 2.70 7.83 4,800 
南大橋（日橋川） 喜多方市塩川町沼尻 テレメーター 2.60 3.20 5.37 900 

水防警報

の範囲 

種 類 内       容 発  令  基  準 

準 備 

 水防に関する情報連絡、水防資器材の

整備点検、水門等の開閉の準備、水防関

係に出動の準備を通知するもの。 

 雨量・水位・流量その他の河川状況により

必要と認められるとき。 

 指定水位に達し警戒水位を超える恐れが

あるとき。 

出 動 

 水防機関が出動する必要がある旨を

通知するもの。 

 水位・流量その他河川の状況により警戒水

位以上に上昇する恐れがあるときで警戒水

位に達すると予想される時刻の１時間前と

する。 

解 除 

 水防活動の終了を通知するもの。  水位が警戒水位以下に復したとき、但し警

戒水位以上であっても水防作業を必要とす

る河川状況が解消したと認められるとき。 

状 況 

 水位の上昇、下降、滞水時間、最高水

位の大きさ時刻等、水防活動上必要な状

況を明示するとともに越水、漏水、法崩、

亀裂その他、河川状況により特に警戒を

必要とする事項を通知する。 

 適宜河川の状況を通知する。 
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   イ 福島県知事指定河川 

       ○ 福島県報告示第 307号 平成 18年 3月 28日 

 宮川 

発表担当者 会津若松建設事務所 電話 ℡:29-5450 

河 川 名 区              間 

宮川 
 左岸   大沼郡会津美里町松岸字川原（松岸橋） から 阿賀川合流点 まで 

 左岸   大沼郡会津美里町旭杉原字大上（松岸橋）から 阿賀川合流点 まで 

水防警報

の対象と

なる観測

所 

観測所名 地  先  名 種別 
水防団待機

水位) 

（m） 

はん濫注意

水位 

（m） 

計画水位 

（m） 

計画洪水量 

（m3 

 ／s） 

高田雨量

水位 

大沼郡会津美里町永井野字

下川原 
テレメーター 1.40 2.00 3.00 451 

開津水位 河沼郡会津坂下町大字開津 テレメーター 1.80 2.30   

水防警報

の範囲 

観測所名 待機 準備 出動 解除 水位 その他特に

必要な事項 

高田雨量

水位 

水位1.2ｍに達

し、はん濫注意

水位以上に達

すると思われ

るとき 

水位1.4ｍに達

し、なお上昇の

おそれがある

とき 

水位2.0ｍに達

し、なお上昇の

おそれがある

とき 

水位がはん濫

注意水位を下

り水防作業の

必要がなくな

ったとき 

水位は１時間

ごとに数字を

もって行う 

適宜、出水

情報をも

って状況

を通知す

る。 

 

第９ 水防巡視等 

 １ 水防巡視 

   水防本部長は、洪水予報等の通知を受けたときは、直ちに各河川の水防受持区域の水防分

団長（消防分団長）に対し、その通報を通知し、必要団員を河川及び水門、樋門等の巡視を

行うよう指示するものとする。 

   また、河川水位が次の表の通報水位又は警報水位に達した旨の通報があったときは、直ち

に関係水防団長（消防団長）に通知するとともに、次項に定める「水防信号」により周知し、

さらに必要な団員を招集し、警戒、水防活動に、当たらせるものとする。 

河川名 観測所の名称 観 測 所 の 位 置 水防団待機 

水位 

はん濫注意 

水位 
管理者名 

阿賀川  宮古 会津坂下町大字宮古字下川原 １.５０ ２.００  阿賀川河川事務所 

〃  山科 喜多方市慶徳町山科 １.８０ ２.７０  阿賀川河川事務所 

宮 川  開津水位 会津坂下町大字開津字台畑 １.８０ ２.３０  会津若松建設事務所 

只見川  片門水位 会津坂下町大字片門字片門    阿賀川河川事務所 

 

 ２ 水防信号 

   水防信号は、福島県水防信号規則（昭和 24年福島県規則第 91号）の規定に基づき次によ

り行うものとする。 

 第１信号  河川の水位が警戒水位に達したとき  一般町民に周知するとともに必要な団員

を招集し、河川の警戒に当たる。 

 第２信号  各分団長より洪水のおそれがある旨 

の報告があったとき 

 各分団長を招集するとともに水防活動に必

要な資材を現場に輸送する。 

 第３信号  堤防が決壊し又は、これに準ずべき 

事態が発生したとき 

 各分団員の外、必要により、一般町民の出

動を求めるとき 
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 第４信号  洪水が著しく切迫し区域内の住民を 

避難させる必要があると認めたとき 

 会津坂下警察署に通報し、一般町民を避難

場所に誘導する。 

 

 ○福島県水防信号規則（昭和 24年福島県規則第 91号） 

  第１条 水防法第 13条第１項の規定による水防信号は、次の各号に掲げるものとする。 

    一 第１信号 警戒水位に達したことを知らせるもの。 

    二 第２信号 水防団員及び消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの。 

    三 第３信号 当該水防管理団体の区域内に居住する者が出動すべきことを知らせるもの。 

    四 第４信号 必要と認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知らせるもの。 

  第２条 水防信号は、別に定める区分及び方法に従って発する。 

      附   則 

    この規則は、公布の日から施行する。 

   別 表 

 警鐘信号 サイレン信号（余いん防止符） 

 第１信号  ○休止 ○休止 ○休止  約 5秒  15秒  5秒   15秒  5秒   15秒  5秒   15秒 

      ○ － 休止   ○ －  休止  ○ －  休止   ○ － 休止 

 第２信号  ○-○-○ ○-○-○  約 5秒   6秒  5秒   6秒   5秒   6秒   5秒   6秒 

      ○ － 休止   ○ － 休止   ○ － 休止   ○ － 休止 

 第３信号  ○-○-○-○ ○-○-○-○  約 10秒  5秒  10秒   5秒   10秒   5秒  10秒   5秒 

      ○ － 休止    ○ － 休止    ○ － 休止   ○ － 休止 

 第４信号  乱 打  約 １分 ５秒  １分 

      ○ － 休止    ○ － 

 備考 １ 信号は適宜の時間継続すること。 

       ２ 必要があれば警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げないこと。 

        ３ 危険があった時は口頭伝達により周知させるものとする。 

 

第 10 水防資材 

 １ 町水防備蓄器材・資材一覧表 

資器材名 単位 

数      量 

備 考 
古坂下倉庫 八日沢倉庫 

交流促進施設水防

センター 

 ツルハシ 丁    ４    ３    ２  

 レスキューアッキス 〃      ２  

 ナタ 〃    １    １   

 掛矢 〃   １０   １０   １０  

 スコップ 〃   ４０   ３０   ２０  

 斧 〃    ５    １    ５  

 ボトルクリッパー（大） 〃    ２    ２    １  

 ボトルクリッパー（中） 〃     １   

 ハンマー 〃    １    １   

 鎌 〃   １０    ５   

 鋸 〃    ２    １    ５  

 唐くわ 〃   １０    

 ビービーワーカー 基      １  
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資器材名 単位 

数      量 

備 考 
古坂下倉庫 八日沢倉庫 

交流促進施設水防

センター 

 簡易トイレ 〃      ５  

 簡易トイレ用ワンタッチテント 張      １  

 災害多人数用救急箱 個      １  

 土のう袋又は麻袋 袋 ７,３００ １,５００   

 ビニールシート 枚   ４０   ４０   

 縄 巻   ５０   ６０   

 ロープ 〃    １    １      

 スローロープ 袋      ２  

 トラロープ 巻    １     １  

 コーンバー黄色部反射式 基     １０  

 カラ―コーン 〃     ２０  

 コーンウェイト 〃     ２０  

 ハンド型メガホン 台      ２  

 コードリール 〃      ２  

 ハロゲン投光器(三脚含) 基      ２  

 レスキューボード 台      １  

 エンジンチェンソー 〃      １  

 燃料携行缶 缶      １  

 杭木 本   ７００   

 鉄線（＃１０） ㎏   ４０   ４０   

 とび口 丁    ６    

 ゴムボート 艘     １    １  

 救命胴衣 着    ５０   

 浮き輪 個     ３    １  

 オイル吸着マット(100枚入) 箱      ３  
 

 ２ 水防倉庫所在地 

  （１）古坂下水防倉庫        会津坂下町字上窪道北乙７３－２ 

 （２）八日沢水防倉庫        会津坂下町大字八日沢字新屋敷２ 

 （３）交流促進施設（水防センター） 湯川村大字佐野目字５丁ノ目７８番地１ 

 ３ 水防資材の調達 

   水防資材確保のため、下記の水防資材取扱業者とあらかじめ、契約しておくものとする。

なお、各分団において、状況の急変等により水防本部に要請するいとまがないときは、各分

団長は当該地域の業者等により調達するものとする。その場合は、その旨を水防管理者あて

報告するものとする。 
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 名   称 住   所 電   話 

土 の う 袋 

 会津よつば農業協同組合 

 グリーンセンター 
 会津坂下町新富町 ８３－２８０４ 

 江川金吉商店  会津坂下町柳町 ８３－３６１１ 

 高松金物店  会津坂下町仲町 ８３－２３３７ 

金 物 類 
 高松金物店  会津坂下町仲町 ８３－２３３７ 

 江川金吉商店  会津坂下町柳町 ８３－３６１１ 

杭 類 
 堀木材店   会津坂下町緑町 ８３－２６７０ 

 桑原木材工業   会津坂下町杉 ８２－３０１１ 

縄、こも類、藁工品  荒井信商店   会津坂下町橋本 ８３－２１６９ 

 

第 11 水防活動等 

 １ 水防活動 

   町は、水防団活動を常に把握し、円滑な活動を行えるよう、関係機関と連携し、情報の共

有化を図る。 

活動内容 
地方水防本部 

（会津若松建設事務所他） 

水防管理団体 

（会津坂下町） 
水防団等 

河川等の巡視

及び状況報告 

・所轄河川の巡視 

・水防管理団体からの報告のと

りまとめ 

・所管河川（国・県・町管理）

の巡視 

・水防団等からの報告の取りま

とめ 

・地方水防本部への報告 

・所轄河川（国・

県・町管理）の

巡視 

・水防管理団体

（町）への報告 

雨量・水位等

の通報 

・所轄量水標、雨量計観測 

・状況を水防本部への報告 

・所轄水防管理団体への連絡 

・所轄量水標、雨量計観測状況 

・地方水防本部への報告 

・所轄水防団への連絡 

 

水防警報の発

令 

・所轄水防管理団体へ発令 

・水防本部及び関係地方 

・水防本部への通報 

・所轄水防団への連絡  

水防団の非常

配備活動状況

報告等 

・水防活動の支援 

・水防管理団体からの報告の取

りまとめ 

・水防本部への報告 

・所轄水防団等への非常配備発

令 

・水防団等からの報告取りまと

め 

・地方水防本部への報告 

・水防管理団体へ

活動状況を報告 

警察官他の水

防管理団体へ

の援助要請 

・水防管理団体からの報告の取

りまとめ 

・水防本部への報告 

・警察官の出動要請 

・他の水防管理団体への援助要

請 

・地方水防本部への報告 

 

被害軽減等の

措置 

・応急対策の実施 

・水防管理団体からの報告お取

りまとめ 

・水防本部への報告 

・応急対策の実施 

・地方水防本部への報告 

・応急対策への協

力 

決壊・避難の

ための立ち退

き通報 

・避難のための立ち退き通報 

・水防管理団体からの報告の取

りまとめ 

・水防本部への報告 

・決壊等の通報（地方水防本部、

他の水防管理団体への通報） 

・避難のための立ち退き通報（地

方水防本部、所轄警察署への

通報） 

・決壊等の通報 

・決壊後の被害拡

大の防止、水防

管理団体への状

況報告 
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活動内容 
地方水防本部 

（会津若松建設事務所他） 

水防管理団体 

（会津坂下町） 
水防団等 

水防活動の報

告 

・水防資機材使用状況の整理 

・水防管理団体からの報告の取

りまとめ 

・水防本部への報告 

・水防資機材使用状況の整理 

・水防団等からの報告の取りま

とめ 

・地方水防本部への報告 

・水防管理団体へ

の活動報告 

 

 ２ 水防団（消防団）の活動 

   洪水に際し、水害を警戒し及びこれに因る被害を軽減し、もって、公共の安全を保持する

ため､水防法（昭和 24年法律第 193号）第 10条の規定による洪水予報等を受けたときから

洪水による危険が除去するまでの間、この計画に基づいて活動するものとする。 

  水防団の出動段階 

活動段階 活動内容 指令の発せられる時期 

第１段階 

待 機 

※水防団の足止めを行うもの。 

水防団等の連絡員を本部に詰めさせ、

団長はその後の情勢を把握することに

努める。 

一般団員は直ちに次の段階に入りうる

よう準備する。 

概ね水防に関する気象情報等が発せら

れ、洪水が予想される場合。 

第２段階 

準 備 

※水防活動の準備を通知するもの。 

水防団等の団長は所定の詰め所に集合

し、水防資機材の整備・点検、作業員

の配備計画にあたる。 

また、水門等水防上重要な工作物のあ

る箇所及び堤防の巡視等に一部の団員

を出動させる。 

概ね河川の水位が水防団待機水位に達

し、なお上昇のおそれがあり、水防活

動の必要が予想されるとき。 

第３段階 

出 動 

※水防団の活動を通知するもの。 

水防団等の団員全員が所定の詰所に集

合し、警戒配備につく。 

概ね河川の水位がはん濫注意水位に達

し、なお上昇するおそれがあるとき。 

第４段階 

解 除 

※水防活動の終了を通知するもの。 

人員を確認し、水防活動の内容を水防

管理団体に報告のうえ、解散する。 

概ね水防警報等が解除され、かつ河川

がはん濫注意水位以下になる等水防上

の危険が解消されたとき。 

  ※ なお、地震により堤防の漏水、沈下等の被害が生じた場合、またはそのおそれが大な場

合は、上記に順次指令を発するものとする。 

 ３ 分団の水防受持区域を次のとおり定める。 

河川名 
区      域 

担当分団 人員 集合場所 責 任 者 
位    置 延 長 

  阿賀川  会津坂下町大字 

 宮古・束原 

   3,500 第３分団 80 ３班屯所 第３分団長 

    〃   会津坂下町大字 

  青木 

  右岸 

     650 

第４分団 84 １班屯所 第４分団長 

    〃       〃    大字 

  青木 

  左岸 

     636 

第４分団 84 １班屯所 第４分団長 

    〃       〃    大字 

  沼越 

  左岸 

     700 

第４分団 84 ２班屯所 第４分団長 

    〃       〃    大字 

  五香 

  左岸 

     380 

第４分団 84 ４班屯所 第４分団長 

    〃       〃    大字 

  青津 

  左岸 

    2,800 

第４分団 84 ９班屯所 第４分団長 
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河川名 
区      域 

担当分団 人員 集合場所 責 任 者 
位    置 延 長 

阿賀川       〃    大字 

  宇内 

  左岸 

     300 

第４分団 84 ９班屯所 第４分団長 

第５分団 58 １班屯所 第５分団長 

  宮 川       〃    大字 

  五ノ併字上新田 

     700 第２分団 81 ５班屯所 第２分団長 

第３分団 80 １班屯所 第３分団長 

  旧宮川       〃    大字 

  中泉字屋敷添 

    3,000 第１分団 50 ３班屯所 第１分団長 

第３分団 80 １班屯所 第３分団長 

第４分団 84 ７班屯所 第４分団長 

第５分団 58 １班屯所 第５分団長 

  只見川       〃    大字 

  高寺字舟渡 

  右岸 

    1000 

第７分団 57 ２班屯所 第７分団長 

    〃       〃    大字 

  片門字片門 

  左岸 

    1,000 

第７分団 57 １班屯所 第７分団長 

  滝の川       〃    大字 

  坂本字七折下 

    1,500 第６分団 69 ５班屯所 第６分団長 

  田沢川       〃    大字 

  牛川字中島 

    2,500 第２分団 81 １班屯所 第２分団長 

  栗 村 

  用水路 

      〃    大字 

  大沖字沖 

    5,000 第１分団 50 ３班屯所 第１分団長 

第２分団 81 ６班屯所 第２分団長 

第６分団 69 １班屯所 第６分団長 

 
 

 

平成平成平成平成 26262626 年年年年 6666 月月月月１１１１日日日日    阿賀川水防訓練阿賀川水防訓練阿賀川水防訓練阿賀川水防訓練    
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４
 
重
要
水
防
箇
所
一
覧
表
 

重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
堤
防
高
）
 

河 川 名
 

番 号
 

左
右
 

岸
別
 

位
置
 

距
離
標
 

水
防
管
理
団
体
 

評
定
基
準
 

延
長
（
ｍ
）
 

予
想

さ
れ

る
危

険
概

要
 

対
 
 
策
 

水
防
工
法
 

備
 
考
 

市
町
村
名
 

大
字
 

字
 

種
別
 

A
 

B
 

阿 賀 川

 

1
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

宇
内
 

沼
越
 

 
5
.
0
㎞
－
2
0ｍ

～
 

8
.
0
㎞
＋
2
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

堤
防
高
 

不
 
足
 

 
3
,
1
3
7  

越
水
 

積
み
土
嚢
工
 

余
裕
高
不
足
 

2
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

立
川
 

 
9
.
2
㎞
－
1
0ｍ

～
 

9
.
6
㎞
＋
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

堤
防
高
 

不
 
足
 

 
2
9
6 

越
水
 

積
み
土
嚢
工
 

余
裕
高
不
足
 

3
 

左
岸
 

湯
川
村
 

会
津
坂
下
町
 

堂
畑
 

宮
古
 

 
1
1
.
4
㎞
－
70
ｍ
～
 

1
2
.
0
㎞
＋
40
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

堤
防
高
 

不
 
足
 

 
6
8
4 

越
水
 

積
み
土
嚢
工
 

余
裕
高
不
足
 

4
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

宮
古
 

海
老
細
 

 
1
3
.
4
㎞
＋
50
ｍ
～
 

1
4
.
0
㎞
＋
20
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

堤
防
高
 

不
 
足
 

 
6
7
3  

越
水
 

積
み
土
嚢
工
 

余
裕
高
不
足
 

 

  
重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
堤
防
断
面
）
 

河 川 名
 

番 号
 

左
右
 

岸
別
 

位
置
 

距
離
標
 

水
防
管
理
団
体
 

評
定
基
準
 

延
長
（
ｍ
）
 

予
想

さ
れ

る
危

険
概

要
 

対
 
 
策
 

水
防
工
法
 

備
 
考
 

市
町
村
名
 

大
字
 

字
 

種
別
 

A
 

B
 

阿 賀 川

 

1
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

青
木
 

 
7
.
6
㎞
－
5
0ｍ

～
 

7
.
6
㎞
＋
4
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

堤
防
断
面
 

不
 
足
 

 
9
0
 

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
 

 

2
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

五
香
 

 
1
1
.
4
㎞
～
 

1
1
.
6
㎞
＋
20
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

堤
防
断
面
 

不
 
足
 

 
1
8
1 

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
 

 

3
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

宮
古
 

 
1
2
.
0
㎞
～
 

1
2
.
8
㎞
－
40
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

堤
防
断
面
 

不
 
足
 

 
7
4
3 

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
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重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
漏
 
水
）
 

河 川 名
 

番 号
 

左
右
 

岸
別
 

位
置
 

距
離
標
 

水
防
管
理
団
体
 

評
定
基
準
 

延
長
（
ｍ
）
 

予
想

さ
れ

る
危

険
概

要
 

対
策
水
防
. 

工
 
 
法
 

備
考
 

市
町
村
名
 

大
字
 

字
 

種
別
 

A
 

B
 

阿 賀 川

 

1
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

青
木
 

 
6
.
0
㎞
＋
8
0ｍ

～
 

7
.
4
㎞
＋
9
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

漏
水
 

 
1
,
4
7
3 

決
壊
 

月
の
輪
工
 

シ
ー
ト
張
工
 

 

2
 

左
岸
 

喜
多
方
市
 

会
津
坂
下
町
 

会
知
 

立
川
 

 
8
.
8
㎞
＋
1
00
ｍ
～
 

9
.
8
㎞
＋
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

漏
水
 

 
7
0
5 

決
壊
 

月
の
輪
工
 

シ
ー
ト
張
工
 

 

３
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

五
香
 

宮
古
 

 
1
1
.
2
㎞
＋
90
ｍ
～
 

1
1
.
8
㎞
－
40
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

漏
水
 

 
4
5
2  

決
壊
 

月
の
輪
工
 

シ
ー
ト
張
工
 

 

４
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

宮
古
 

 
1
2
.
0
㎞
＋
0ｍ

～

1
2
.
4
㎞
＋
10
0
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

漏
水
 

 
4
8
4 

決
壊
 

月
の
輪
工
 

シ
ー
ト
張
工
 

 

 
  
重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
水
衝
・
洗
掘
）
 

河 川 名
 

番 号
 

左
右
 

岸
別
 

位
置
 

距
離
標
 

水
防
管
理
団
体
 

評
定
基

準
 

延
長
（
ｍ
）
 

予
想

さ
れ

る
危

険
概

要
 

対
策
水
防
. 

工
 
 
法
 

備
考
 

市
町
村
名
 

大
字
 

字
 

種
別
 

A
 

B
 

阿 賀 川

 

1
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

五
香
 

 
1
0
.
8
㎞
＋
0ｍ

～
 

1
1
.
0
㎞
＋
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

水
衝
 

洗
掘
 

 
2
2
0 

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
 

 

2
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

宮
古
 

 
1
2
.
8
㎞
＋
0ｍ

～
 

1
3
.
0
㎞
＋
11
0
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

水
衝
 

洗
掘
 

 
3
1
0 

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
 

 

３
 

右
岸
 

会
津
坂
下
町
 

束
原
 

 
1
4
.
8
㎞
＋
0ｍ

～
 

1
5
.
2
㎞
－
0ｍ

 
会
津
坂
下
町
 

水
衝
 

洗
掘
 

 
3
7
9 

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
 

 

４
 

右
岸
 

会
津
坂
下
町
 

束
原
 

 
1
5
.
4
㎞
＋
30
ｍ
～
 

1
5
.
6
㎞
－
40
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

水
衝
 

洗
掘
 

 
2
0
0  

決
壊
 

シ
ー
ト
張
工
 

（
木
流
し
工
）
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重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
会
津
若
松
建
設
事
務
所
管
内
）
 

番
 

号
 

河
川
名
 

水
防
管
理
 

団
 
 
 
体
 

水
 
 
防
 

分
 
団
 名

 

左
右
 

岸
別
 

位
 
 
  
 
 
  
 
 
  

 
置
 

評
定
基
準
 

種
 
 
 別

 

堤
 
防
 

予
想
さ
れ
る
 

危
険
概
要
 

対
策
水
 

氾
濫
面
 

摘
 
 
 
  
要
 

市
 
町
 
村
 

大
 
字
 

字
 

Ａ
(
m
) 

Ｂ
(
m
) 

防
工
法
 

積
(
h
a
) 

人
家
(戸

)
､田

畑
(h
a
) 

１
 

旧
宮
川
 

会
津
坂
下
町
 
第
１
・
４
・

５
分
団
 

両
岸
 

会
津
坂
下
町
 

中
 
泉
 

屋
敷
添
 

堤
防
断
面
 

 
1
,
3
0
0 

欠
 
 
壊
 

溢
 
 
 
 水

 

木
流
し
 

積
み
土
嚢
 

1
2
0 

人
家
 
  
 
5
51
 

田
畑
 
  
 
1
11
 

２
 

只
見
川
 

会
津
坂
下
町
 
第
７
分
団
 

左
岸
 

右
岸
 

会
津
坂
下
町
 

会
津
坂
下
町
 

片
門
 

高
寺
 

片
門
 

舟
渡
 

B
 

B
 

 
1
,
0
8
6 

1
9
1 

越
水
 

越
水
 

積
土
の
う

工
 

5
.
1
3 

5
.
1
3 

人
家

48
 
田

2
.
12
 

人
家

54
 
田

2
.
12
 

  
重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
工
作
物
）
 

河
川
名
 

番
号
 

左
右
 

岸
別
 

位
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 置

 
距
離
標
 

構
造
物
名
 

管
 
理
 
者
 

評
定
 

現
 
  

 
況
 

予
想
さ
れ
る
 

危
 
 
 
  
 
険
 

備
 
 
 
考
 

市
 
町
 
村
 

大
 
 
 字

 
字
 

阿
賀
川
 

１
 

左
岸
 

右
岸
 

会
津
坂
下
町
 

長
 
 
井
 

板
 
 
沢
 

竃
 

0.
4
㎞
＋
70
ｍ
～
 

0
.
4
㎞
＋
5
1ｍ

 
長
 
井
 
橋
 

会
津
坂
下
町
 

Ａ
 

桁
下
高
不
足
 

決
 
壊
 

不
足
高

2
.
19
ｍ
 

  
重
要
水
防
区
域
一
覧
表
（
要
注
意
区
間
：
旧
川
跡
）
 

河
川
名
 

番
号
 

左
右
 

岸
別
 

位
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
置
 

距
離
標
 

水
防
管
理
 

団
 
 
体
 

評
定
基
準
 

延
 
長
（
ｍ
）
 

備
 
 
 
 
考
 

市
 
町
 
村
 

大
 
 
字
 

字
 

種
 
 
 
別
 

要
注
意
区
間
 

阿
賀
川
 

１
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

青
 
 
 
木
 

八
 
 
郎
 

下
 
三
 
郎
 

6
.6

㎞
－
9
0
ｍ
～
 

6
.8

㎞
－
2
0
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

旧
 
川
 
跡
 

3
2
0
  

２
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

束
 
 
 
 
原
 

台
ノ
下
向
 

佐
 
野
 
前
 

1
5
.2

㎞
－
6
0
ｍ
～
 

1
5
.6

㎞
＋
5
0
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

旧
 
川
 
跡
 

5
2
2
  

３
 

左
岸
 

会
津
坂
下
町
 

束
 
 
 
 
原
 

台
ノ
下
向
 

佐
 
野
 
前
 

1
5
.0

㎞
＋
2
0
ｍ
～
 

1
5
.0

㎞
＋
1
0
2
ｍ
 

会
津
坂
下
町
 

霞
堤
形
状
 

8
2
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５
 
水
位
観
測
所
 

 
（
１
）
水
防
活
動
に
必
要
と
す
る
観
測
所
 

番
号
 

河
川
名
 

観
測
所
の
名
称
 

観
測
所
の
位
置
 

水
防
団
待
機
水
位
 

は
ん
濫
注
意
水
位
 

通
報
先
 

管
理
者
名
 

自
記
普
通
別
 

観
測
員
 

１
 

阿
賀
川
 

宮
古
水
位
観
測
所
 

会
津
坂
下

町
大
字

宮
古
字

下
川
原
 

１
．
５
０
 

２
．
０
０
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

テ
レ
メ
ー
タ
ー
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

２
 

阿
賀
川
 

山
科
水
位
観
測
所
 

喜
多
方
市

慶
徳
町

大
字
山

科
 

１
．
８
０
 

２
．
７
０
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

テ
レ
メ
ー
タ
ー
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

３
 

宮
川
 

開
津
水
位
観
測
所
 

会
津
坂
下

町
大
字

開
津
字

台
畑
 

１
．
８
０
 

２
．
３
０
 

会
津
若
松
 

建
設
事
務

所
 

会
津
若
松
 

建
設
事
務

所
 

テ
レ
メ
ー
タ
ー
 

会
津
若
松
 

建
設
事
務

所
 

  
（
２
）
そ
の
他
の
量
水
標
 

番
号
 

河
川
名
 

観
測
所
の
名
称
 

観
測
所
の
位
置
 

水
防
団
待
機
水
位
 

は
ん
濫
注
意
水
位
 

通
報
先
 

管
理
者
名
 

自
記
普
通
別
 

観
測
員
 

１
 

宮
川
 

宮
川
観
測
所
 

会
津
坂
下

町
大
字

開
津
字
 

 
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

自
 
記
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

２
 

旧
宮
川
 

丈
助
橋
観
測
所
 

会
津
坂
下

町
大
字

大
上
字
 

 
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

自
 
記
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

３
 

只
見
川
 

片
門
水
位
観
測
所
 

会
津
坂
下

町
大
字

高
寺
字

舟
渡
 

 
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

テ
レ
メ
ー
タ
ー
 

阿
賀
川
 

河
川
事
務

所
 

   
６
 
雨
量
観
測
所
 

番
号
 

管
理
機
関
 

観
測
所
名
 

所
在
地
 

雨
量
計
の
別
 

観
測
員
名
 

１
 

東
北
電
力
㈱
 

片
門
発
電
所
 

会
津
坂
下
町
大
字
片
門
字
片
門
 

テ
レ
メ
ー
タ
ー
 

只
見
川
ダ
ム
管
理
所
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凡例   ：防災情報提供装置 

     ：県防災行政無線 

     ：有線電話 

 ７ 水防に関する連絡系統図 

  ○ 気象予報連絡系統図 

 政策財務課 
 
 生活課 
 
 建設課 
 
 産業課 
 
 教育課・子ども課 
 
 

会津宮川土地改良区(54-7154)  

 阿 賀 川 土 地 改 良 区

(83-2918)  
 只 見 川 土 地 改 良 区

(85-2010)  
 中政所区 
 
 和泉川原区 
 

 

  ○ 退庁後及び夜間休日祝祭日水防用緊急連絡系統図 

 

  
①防災消防交通係長 

防災携帯 

090-8787-7394  
 
 ②危機管理班長  
 
 ③総務課長  
 
 ④行政管理班長  
 
    
 会津宮川土地改良区 54-7154 
 
 阿賀川土地改良区 82-4106 
 
 只見川土地改良区 85-2516 
 
 中政所区  
 
 和泉川原区  
 

                                                （注１）気象状況に応じて伝達する。 

 

 

 

  ○ 要配慮者利用施設への避難情報の伝達 

区分 名称 所在地 
電話番号 

FAX番号 

利用

者数 

浸水想

定区域 

連 絡 

担当課 

コミニティ

センター 

金上コミニティセ

ンター 
大字福原字家東59 

83-3538 

83-3538 
50 

阿賀川 

宮川 
政策企画班 

広瀬コミニティセ

ンター 

大字青木 

字青木 139 

83-2326 

83-2326 
50 阿賀川 政策企画班 

教育施設 

町立坂下東小学校 上口 708 
84-3450 

84-1445 
369 阿賀川 教育総務班 

町立坂下東幼稚園 上口 708 
83-8590 

83-8590 
149 阿賀川 

坂  下 

東幼稚園 

児  童 

福祉施設 

えくぼ遊育園 
大字宮古 

字中西 29 

82-2665 

82-2665 
19 阿賀川 

子ども 

支援班 

もみの木 字福原前 4129-1 
23-7577 

23-7577 
19 阿賀川 

子ども 

支援班 

町総務課 

危機管理班 

(84)1533 

県庁統制局 
(防災行政無線) 

024(521)7821 

福島地方気象台 
024(534)2162 

福島地方気象台 
024(534)2162 

県庁統制局 
(防災行政無線) 

024(521)7821 

町役場 

宿・日直 

(84)1500 
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区分 名称 所在地 
電話番号 

FAX番号 

利用

者数 

浸水想

定区域 

連 絡 

担当課 

 
子育てふれあい

交流センター 

大字福原 

字福川原 913 

84-1784 

84-1784 
50 阿賀川 

子ども 

支援班 

介護関係 

事業所 

ニチイケアセン

ターはんげ 

大字宮古 

字村西 40-30 

84-2201 

85-6258 
40 阿賀川 

保 険 

年金班 

あそびりステー
ション 

大字新開津 
字村内 96 

85-8154 
85-8154 

10 宮川 
保 険 

年金班 

あったかI'zケア
ホームつぼみ 

大字宮古 
字台畑 52 

93-9140 
93-9154 

15 阿賀川 
保 険 

年金班 

こばんげホーム 字台ノ下 745 
84-1366 
84-2210 

10 阿賀川 
保 険 

年金班 

福 祉 

避難所 

健康管理 

センター 

字五反田1296 83-1000 

83-1757 ― 阿賀川 
福 祉 

健康班 

医療機関 

平野医院 上ノ台乙 429 83-2243 

83-2243 ― 阿賀川 
保 険 

年金班 

荒井医院 字古市乙 150 83-2224 

84-1025 ― 阿賀川 
保 険 

年金班 

菅原医院 字市中二番甲

3597 

83-2311 

83-2354 ― 阿賀川 
保 険 

年金班 

大友歯科医院 字小川原 96 84-1688 

84-1677 ― 阿賀川 
保 険 

年金班 

小久保歯科医院 字小川原 1035-3 83-2421 

83-2475 ― 阿賀川 
保 険 

年金班 

猪俣歯科医院 字市中二番甲

3661 

83-3100 

83-2475 ― 阿賀川 
保 険 

年金班 

 

 

    平成平成平成平成 26262626 年年年年 6666 月月月月 1111 日日日日    

                        阿賀川水防訓練阿賀川水防訓練阿賀川水防訓練阿賀川水防訓練    

阿賀川阿賀川阿賀川阿賀川水防訓練水防訓練水防訓練水防訓練（（（（積積積積みみみみ土土土土のうのうのうのう工工工工））））    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



市

町      024-521-7195

村 FAX　024-521-7921

長 福島県警察本部

へ 024-522-2151

水防管理団体へ

市町村長 会津若松建設事務所

NTT東日本又は
NTT西日本
※警報のみ

総務省
消防庁

〇　阿賀川洪水予報伝達系統図

FAX　 　 718-60,61

北会津出張所
TEL    0242-56-2315
FAX    0242-56-2319
マイクロ  723-6121
FAX       723-6140

塩川出張所
TEL    0241-27-2168
FAX    0241-27-2169
マイクロ  723-6221
FAX       723-6240

大川ダム管理支所
TEL    0242-92-2839
FAX    0242-92-3313
マイクロ  723-6321
FAX        23-6340

福島県河川整備課

　　FAX　024-521-7952

　　TEL　024-521-7484

河川情報ｾﾝﾀｰ

（新　潟）

TEL　025-222-3711

ﾏｲｸﾛ 718-26,29

北陸地方整備局

TEL　025-370-6770

マイクロ　84-3866

　　FAX　　 　82-779-43

FAX　 　　84-3799

阿賀川河川事務所　管理課

TEL　　0242-26-6514（直通）

河川部　水災害予報センター

FAX　　0242-26-0526

休日・夜間 下表

マイクロ　　723-334

　　マイクロ　82-779-21

福島地方気象台

TEL　024-534-2162

FAX　024-534-9049

福島県災害対策課

共
同
発
表

市町村長 会津若松建設事務所

NTT  0242-29-5451

FAX  0242-29-5459

　NTT  0242-39-1227

　FAX  0242-26-6435

●喜多方市生活環境課 喜多方建設事務所

　NTT  0241-24-5221 NTT  0241-24-5719

　FAX  0241-22-9571 FAX  0241-24-5729

●会津坂下町総務課

　NTT  0242-84-1533

　FAX  0242-83-1361

凡　　例 ●会津美里町くらし安心課

防災情報提供システム 　NTT  0242-55-1119

専用電話又は専用FAX 　FAX  0242-55-7710

気象情報伝送処理システム ●湯川村総務課

加入電話・FAX 　NTT  0241-27-8800

防災行政無線 　FAX  0241-27-3760

補助的伝達

ラジオ・テレビ

〔問い合わせ先〕

　水位関係：国土交通省阿賀川河川事務所管理課　TEL(0242)26-6514

　気象関係：気象庁　福島地方気象台　      　　TEL(024)534-2162

阿賀野川河川事務所
TEL    0250-23-4461
FAX    0250-23-4649
マイクロ  726-354
FAX       726-359 024-526-4630

024-531-8511

住民
024-933-5853

024-536-8022

024-535-3333

福島テレビ（FTV)

テレビユー福島（TUF)

水防管理団体(各市町村)

ラジオ福島（RFC）

024-923-3300

●会津若松市防災安全課

福島放送（KFB)

福島中央テレビ（FCT)

NHK福島放送局
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  ○ 阿賀川洪水時水防連絡通信網図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 阿賀川洪水時水防報告系統図（水防法第９条・同法 18条） 

 

                                   立川橋上流部 

 

 

 

                  
                   
 

 

 

 

 

 

 

  ○ 大川ダムからの放流連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿賀川河川事務所 
0242-26-6487 

北陸地方整備局 
水災害予報センター 

025-231-1458 

福島県河川整備課 

024-521-7483 

防災 201-7816 

町危機管理班 
84-1533 

防災 551-88-232 

fax 83-1361 

会津若松建設事務所 

管理課 
0242-29-5451 

防災 500-451 

凡例   ：公衆回線 

     ：防災行政無線 

     ：マイクロ波 

阿賀川河川事務所 
0242-26-6487 

大川ダム管理支所 
0242-92-2839 

fax 0242-92-3313 

福島県河川整備課 

024-521-7483 

防災 201-7816 

北陸地方整備局 
水災害予報センター 

025-231-1458 

町危機管理班 
84-1533 

防災 551-88-232 

fax 83-1361 

通知 

凡例   ：公衆回線 

     ：防災行政無線 

     ：マイクロ波 

阿賀川河川事務所 
0242-26-6487 

北会津出張所 
0242-56-2315 

F 0242-56-2319 

会津坂下町水防団 

町危機管理班 
84-1533 

防災 551-88-232 

fax 83-1361 

凡例   ：公衆回線 

     ：防災行政無線 

     ：マイクロ波 

塩川出張所 
0241-27-2168 

F 0241-27-2169 

立川橋下流部 
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  ○ 鶴沼川防災ダムからの放流連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 只見川関係ダムからの放流連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会津若松建設事務所 

管理課 
0242-29-5451 

防災 500-451 

福島県新宮川ダム管理所 

（鶴沼川防災ダム総合管理支所） 

0242-92-2839 

防災 531-01 

fax 0242-92-3313 

 

県水防本部 
024-521-7486 

防災 201-3601 

町危機管理班 
84-1533 

防災 551-88-232 

fax 83-1361 

凡例   ：公衆回線 

     ：防災行政無線 

     ：マイクロ波 

東北電力㈱ 

只見川ダム管理所 
0241-52-3422 

片 門 ダ ム 
83-1925 

町危機管理班 
84-1533 

fax 83-1361 

会津坂下消防署 
83-4100 

fax 83-0251 

凡例   ：公衆回線 

     ：防災行政無線 

     ：マイクロ波 



○　消防団への通報

消防無線

防災行政無線車携帯
消防無線

防災行政無線車携帯
消防無線

防災行政無線車携帯
消防無線

防災行政無線車携帯
消防無線

防災行政無線車携帯
消防無線

防災行政無線車携帯
消防無線

防災行政無線車携帯

※　通報は、原則として消防無線及び防災行政無線によるものとするが、
　無線の利用状況等により、優先電話とする場合もある。

携 帯

１台

第１分団

第２分団 車 載 １台

１台
１台
１台

車 載

受 令 機

１台
第３分団 車 載 １台

携 帯 １台
受 令 機 １台

１台
第４分団 車 載 １台

携 帯 １台
受 令 機 １台

１台
第５分団 車 載 １台

携 帯 １台
受 令 機 １台

１台
第６分団 車 載 １台

携 帯 １台
受 令 機 １台

１台
第７分団 車 載 １台

携 帯 １台
受 令 機 １台

水防管理者 消防団長

会津坂下消防署

防災無線消防無線

○ ○

電話番号職  名
団  長

氏  名

１台

携 帯 １台
受 令 機 １台

○

○
副団長 ○ ○
副団長 ○

第２分団長 ○ ○

第１分団長 ○

○
第４分団長 ○ ○

第３分団長 ○

○
第６分団長 ○ ○

第５分団長 ○

○
第１副分団長 ○

第７分団長 ○

○
第３副分団長 ○

第２副分団長

○
第５副分団長 ○

第４副分団長

○
第７副分団長 ○

第６副分団長
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 ８ 河川、堤防の巡視等 

 （１）各分団長は、洪水予想の通知を受けたときは、随時、河川、堤防を巡視し、量水標によ

る水位の変化と水門の状況等を水防管理者に報告するものとする。なお、水位が警戒水位

に達したときは、福島県水防信号規則、第１信号及び防災行政無線により地域住民に周知

するものとする。 

 （２）各分団長は、河川の水位が警戒水位に達したときは、常時、河川、堤防を巡視し、洪水

のおそれを察したときは、直ちにその状況を水防管理者に報告するとともに、第２信号を

打鐘するとともに防災行政無線により団員を招集し水防作業に当たらせ、その旨を水防管

理者に報告するものとする。 

 （３）各分団長は、堤防の決壊又はこれに準ずべき事態が発生し、水防のため地域内住民の出

動を求める必要があるときは、直ちに第３信号を打鐘するとともに防災行政無線により出

動を要請し、その旨を水防管理者に報告するものとする。 

 （４）各分団長は、洪水の危険が切迫し、直ちに地域住民の避難立退きを必要と認めるときは、

第４信号を打鐘するとともに防災行政無線により周知し、安全な場所に避難誘導を開始す

るとともに、その旨を水防管理者に報告するものとする。 
 

 （会津若松建設事務所管内） 

河川名 
決壊予想位置 戸 数 

（ 戸 ） 

人 数 

（ 人 ） 

避  難  場  所 決壊通報及び 

連絡者氏名 

巡視者及び 

連絡者 大 字 字 大 字 名   称 

 旧宮川  中 泉 屋敷添 643 
 

緑 町 

茶屋町 

中政所 

和泉川原 

1,464 石 田 坂下南小学校 第１分団 

第３・４班 

第４分団 

第７班長 

第５分団 

第６班長 

第１分団 

第３・４班 

第４分団 

第７班長 

第５分団 

第６班長 

 只見川  片 門 片門  54   163 束 松 束松振興 

センター 

第７分団 

第１班長 

第７分団 

第１班長 

 只見川  高寺 舟渡  48   167 束 松 束松振興 

センター 

第７分団 

第 2班長 

第７分団 

第 2班長 

 

 ９ 避難施設 

   会津坂下町の避難施設として次の指定避難所を選定するものとする。 

   指 定 避 難 所 所     在     地 収容人員(人) 管理者 

坂下南小学校 会津坂下町字石田甲６５０番地 ７６３ 学校長 

坂下東小学校   〃  字上口７０５番地 ３６２ 学校長 

旧坂本分校   〃  大字坂本字宮前甲９４０番地の２  ５２ 町長 

坂下中学校   〃  字惣六８３番地 ４１３ 学校長 

坂下高等学校   〃  大字白狐字古川甲１０９０番地 ４８８ 学校長 

会津農林高等学校   〃  字曲田１３９１番地 ７６８ 学校長 

中央公民館   〃  字五反田１３１０番地の３ １９５ 教育長 

若宮コミュニティセンター   〃  大字牛川字寿ノ宮１８９０番地  ３６ センター長 

  〃  附属体育館   〃  大字牛川字寿ノ宮１７１５番地 ２５６ センター長 
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指 定 避 難 所 所     在     地 収容人員(人) 管理者 

金上コミュニティセンター   〃  大字福原字家東５９番地  ３５ センター長 

  〃  附属体育館   〃  大字福原字福川原９１３番地 ２１２ センター長 

子育てふれあい交流センター   〃  大字福原字福川原９１３番地  ８６ 教育長 

広瀬コミュニティセンター   〃  大字青木字青木１３９番地  ５３ センター長 

  〃  附属体育館   〃  大字青木字青木１３９番地 ２３６ センター長 

川西コミュニティセンター   〃  大字大上字柳ノ下甲３１２番地  ３６ センター長 

  〃  附属体育館   〃  大字大上字柳ノ下甲３１２番地 ２７０ センター長 

八幡コミュニティセンター   〃  大字塔寺字北原７８７番地  ４１ センター長 

  〃  附属体育館   〃  大字塔寺字北原７８７番地 ２２６ センター長 

高寺コミュニティセンター   〃  大字片門字宮ノ下１９００番地  ５７ センター長 

  〃  附属体育館   〃  大字片門字片門甲３２番地の２ ２５０ センター長 

農村環境改善センター   〃  大字見明字堤帰２１１５番地 ２４０ 町長 

束 松 振 興 セ ン タ ー   〃  大字束松字諏訪田丙３０４番地１  ３４ 町長 

健 康 管 理 セ ン タ ー   〃  字五反田１２９５番地１ 福祉避難所 町長 

介護老人保健施設 なごみ   〃  字逆水５０番地 〃 施設長 

ケ ア プ ラ ザ 坂 下   〃  大字羽林字西碇 180番地 〃 施設長 

シ ル ク ケ ア 坂 下   〃  大字羽林字西碇 183番地 〃 施設長 

住宅型有料老人ホーム  1 

      こばんげホーム 
  〃  字台ノ下７４５番地 〃 施設長 

ケ ア ホ ー ム  つ ぼ み   〃  大字宮古字台畑５２番地 〃 施設長 

デイサービス しなのき坂下   〃  字小川原９５４番地 〃 施設長 

 

第 12 水防訓練 

  水防は迅速適切なる処理によってその効果を期待することができる。依ってこの水防訓練に

より、水防活動に必要な知識と水防作業の実施指導、更に情報の伝達等の確認迅速化を徹底さ

せるとともに、地域住民に対する水防意識の高揚を図るための広報を行い、水防体制の充実化

を図る。 

  なお、実施要領等は別に定める。また、阿賀川水防訓練に参加し、水防技術の習得と向上を

図る。 

 

第 13 費用負担と公用負担 

 １ 費用負担（法第 42条） 

   水防管理団体は、その管轄区域の水防に要する費用は各々当該水防管理団体が負担するも

のとする。ただし、他の水防管理団体に対する応援のために要する費用の額及び負担の方法

は、応援を求めた水防管理団体との間で協議によってきめる。 

   又、水防管理団体の水防によって当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市町村が著

しく利益を受けるときは当該水防に要した費用は、当該水防により著しく利益を受ける市町

村が負担するものとする。ただし、その費用の額及び負担の方法は両方の協議によって定め

る。 
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 ２ 公用負担（法第 28条） 

   水防のため必要あるときは、水防管理者、水防団長、又は消防機関の長は、次の権限を行

使することができる。ただし、損失を受けた者に対し、時価により損失を補償しなければな

らない。 

   必要な土地の一時使用 

   土石、竹林、その他の資材の使用 

   車馬、その他の運搬具又は、器具の使用 

   工作物その他の障害物の処分 

 （１）公用負担権限証明書 

    水防法第 28条により公用負担を命じる権限を行使する者は、水防管理者、水防団長又は、

消防機関の長にあっては、その身分を示す証明書をその他これらの者の委任を受けた者に

あっては、次のような証明書を携帯し、必要ある場合は、これを提示すべきものとする。 
 

 
第   号 

公用負担権限証明書 
 
                    ○○○消防団 

                      何      某 
 
 上記の者○○○区域における水防法

第 28 条第１項の権限行使を委任する

ことを証明する。 
 
  平成 年 月 日 
 
     ○○○町長 何          某印 

  
   水 防 法 

第 28条 水防のため緊急の必要があると

きは、水防管理者、水防団長又は、消防

機関の長は、水防の現場において必要な

土地を一時借用し、石竹木、その他の資

材を使用し、もしくは収用し、車馬その

他の運搬具若しくは器具を使用し、車場

その他の障害物を処分することができ

る。 

 ２ 水防管理団体は、前項の規定により

損失を受けた者に対し、時価により損失

を補償しなければならない。 

 

 （２）公用負担命令票 

    水防法第 28条の規定により公用負担を命ずる権限を行使する際は、原則として次のよう

な命令票を目的物の所有者又は、これらに準ずるべき者に手渡して、これをなすものとす

る。 
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 第   号 
 

公務負担命令票 
 
 １．目 的 物   種類 ○ ○ ○    数量 ○ ○ ○ 
 
 ２．負担の内容   使 用    収 用    処 分 
 
 
   平成  年  月  日 
 
          様 
 
                会津坂下町長  何   某  ㊞ 
 
                事務 担当 者  何   某  ㊞ 
 

 

第 14 水防解除 

  次の場合で、水防本部長が、その必要が無いと認めたとき。 

 １ 水位が警戒水位以下に減じ、水防警戒の必要が無いと認めたとき。 

 ２ 洪水等のおそれがなくなったと認められるとき。 
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第 15 水防活動報告 

  各分団長は、水防活動終了後２日以内に別紙様式（１）により水防本部長に報告しなければ

ならない。 

  また、水防本部長は、法第 47条第１項及び第２項の規定に基づき、関係機関に報告する。 

 

 別紙様式(1) 

水 防 活 動 実 施 報 告 書 

                                                              平成  年  月  日 

                                                      作成責任者                  印 

出水の概況 
                川   警戒水位                   ｍ 

                     雨  量                   ㎜ 

 水防実施箇所 
                川   左   岸 

                     右   岸               地先                 ｍ 

日    時    自   月    日   時   ～    至   月    日   時 

出    勤 水 防 団 員 消 防 団 員 そ の 他 合   計 

人    員            人            人              人               人 

水 防 作 業 

の 概 況 

及 び 工 法 

  箇 所                                                      ｍ 
 
  工  法 

水
防
の
結

果 

 堤 防 田 畑 家 鉄 道 道 路 人 口 その他 

効     果      ｍ       ㎡       ㎡      戸       ｍ       ｍ     人  

被     害      ｍ       ㎡       ㎡      戸       ｍ       ｍ     人  

 かます、俵  居住者の 

出勤状況 
 

万年土俵  

な  わ  水防関係 

者の死傷 
 

丸  太  

そ の 他 
 雨量水位 

の 状 況 
 

水防活動に関する 

自 己 批 判 

 
 

備 考 
 

     (注)  水防を行った箇所ごとに作成すること｡ 
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第 16 排水樋管及び河川水門等管理 

  水門の操作責任者は、ゲート等の操作を確実に実施し、水害の発生を未然に防止するものと

する。 

  また、水門（樋門等）の管理者は、危機の異常等により操作が不可能または著しき困難とな

ったときは、水防団等の応援を要請し、適切な処置を講ずる。 

 

○河川水門等操作要領（平成元年３月７日改正） 

 第１条 指定区間内の一級河川及び二級河川（以下「本川」という。）の洪水の発生に際し、支

川、水路（以下「支川等」という。）への逆流等による被害を防止するため、河川の水門、

樋門及び樋管（以下「水門等」という。）の維持及び操作について、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （洪水時における操作の方法） 

 第２条 市町村の委託を受けた水門等の操作責任者（以下「水門等操作責任者」という。）は、

洪水時においては、本川の水位及び支川等の水位の状況を観察し、次の各号に定めるとこ

ろにより、水門等のゲートを操作するものとする。 

 （１）本川から支川等への逆流が始まるまでの間においては、ゲートを全開にしておくこと。 

 （２）水門から支川等への逆流が始まろうとするときは、水門等のゲートを全閉すること。 

（３）水門等のゲートを全閉している場合において、水門等の上流の水位が水門等の下流の水

位より高くなったときは、これを全開すること。 

 （平水時における操作の方法） 

 第３条 平水時においては、水門等のゲートは全開しておくものとする。 

 （通報） 

 第４条 第２条の規定に基づき水門等のゲートが全開若しくは全閉したときは、または水門等

のゲート操作に起因して不測の事態が生じた場合は、水門等操作責任者は、直ちに水門等

の操作を委託した市町村長（以下「市町村長」という。）に通報するものとし、通報を受け

た市町村長は直ちに建設事務所長または土木事務所長（以下「所長」という。）に通報する

ものとする。 

 （警報発表時等の体制） 

 第５条 洪水警報等が発表された場合等洪水のおそれがある場合は、市町村長及び水門等操作

責任者は、水門等の管理上必要な気象及び水象の観測、関係機関との連絡並びに情報の収

集を密にするものとし、水門等操作責任者は、水門等の操作にあたれる体制にはいるもの

とする。 

 （点検整備） 

 第６条 市町村長及び水門等操作責任者は、水門等の操作に備えて、毎月、点検整備注油等を

行い、これを常に良好な状態に保つものとする。 

 ２ 水門等の点検及び整備内容等については、別に定める水門等整備要領によるものとする。 

 （操作に関する記録及び報告） 

 第７条 水門等操作責任者は、水門等のゲート操作を行ったときは、次に掲げる事項を記録し、

洪水警報等が解除された後、市町村長に報告するものとし、報告を受けた市町村長はその

都度所長に報告するものとする。 

 （１）操作の開始及び終了の年月日及び時刻 

 （２）気象及び水象の状況 

 （３）操作の際に行った通知の状況 

 （４）その他参考となるべき事項 

 （記録の保存） 

 第８条 市町村長及び所長は操作に関する記録を整備し、これを保存するものとする。 

    附則 

 １ この要領は、平成元年４月１日から施行する。 
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 ２ 河川水門等操作要領（昭和 59年３月 19日付 59河第 161号土木部長通知）は廃止する。 

 

○水門等操作細則 

 第１条 水門等の操作については、河川水門等操作要領（以下「要領」という。）に定めるもの

のほか、この細則の定めるところによる。 

 （通知等） 

 第２条 要領第４条に規定する通報、その他水門等の操作に関する通報及び報告等は別記連絡

系統図により行うものとする。 

 （操作に関する記録） 

 第３条 要領第７条第１項に規定する記録は、別記様式１に記載するものとする。 

    附則 

  この細則は、平成元年４月１日から適用する。 

 

○排水樋管・樋門 

 阿賀川河川事務所 

番号 排水樋管名 委託者名 住          所 電話番号 

１ 五香排水樋管（左岸）    

２ 広瀬排水樋管（左岸）    

３ 宇内第１排水樋管（左岸）    

 

 会津若松建設事務所 

番号 排水樋管名 委託者名 住          所 電話番号 

１ 細工名１号樋門（宮川右岸）    

２ 細工名２号樋門（宮川右岸）    

３ 開津樋門（宮川右岸）    

４ 中開津１号樋門（宮川右岸）    

５ 中開津２号樋門（宮川右岸）    

６ 上開津１号樋門（宮川右岸）    

７ 上開津２号樋門（宮川右岸）    

８ 中新田４号樋門（宮川左岸）    

９ 下政所樋門（旧宮川右岸）    

10 西青津樋門（旧宮川右岸）    

11 舟渡樋門（只見川右岸）    

12 片門樋門（只見川左岸）    

13 窪倉樋門（只見川右岸）    

 

 阿賀川土地改良区 

番号 排水樋管名 委託者名 住          所 電話番号 

１ 加水排水樋門    

 

 会津宮川土地改良区 

番号 排水樋管名 委託者名 住          所 電話番号 

１ 宇内第２排水樋管    
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 その他 

番号 排水樋管名 委託者名 住          所 電話番号 

１ 青津第１排水樋管    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年９月 10 日

金上地区細工名地内 

（細工名２号樋門） 

排水作業 

平成 27 年９月 10 日

広瀬地区五香地内 

（五香排水樋管） 

排水作業 

平成 27 年

9 月 9 日 

宮古水位観

測所から 
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○水防法 
  第一章 総則 

 （目的） 

第１条 この法律は、洪水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減

し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この法律において「雨水出水」とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において下水道その他

の排水施設に当該雨水を排除できないこと又は下水道その他の排水施設から河川その他の公共の水

域若しくは海域に当該雨水を排除できないことによる出水をいう。  

２ この法律において「水防管理団体」とは、次条の規定により水防の責任を有する市町村（特別区を

含む。以下同じ。）又は水防に関する事務を共同に処理する市町村の組合（以下「水防事務組合」と

いう。）若しくは水害予防組合をいう。 

３ この法律において「水防管理者」とは、水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者

若しくは長若しくは水害予防組合の管理者をいう。 

４ この法律において「消防機関」とは、消防組織法 （昭和22年法律第226号）第９条 に規定する消

防の機関をいう。  

５ この法律において「消防機関の長」とは、消防本部を置く市町村にあつては消防長を、消防本部を

置かない市町村にあつては消防団の長をいう。  

６ この法律において「水防計画」とは、水防上必要な監視、警戒、通信、連絡、輸送及びダム又は水

門若しくは閘門の操作、水防のための水防団、消防機関及び水防協力団体（第36条第１項の規定によ

り指定された水防協力団体をいう。以下第四章までにおいて同じ。）の活動、一の水防管理団体と他

の水防管理団体との間における協力及び応援、水防のための活動に必要な河川管理者（河川法 （昭

和39年法律第167号）第７条（同法第100条第１項において準用する場合を含む。）に規定する河川

管理者をいう。第７条第３項において同じ。）及び同法第９条第２項又は第５項 の規定により都道

府県知事又は地方自治法 （昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市の長が河川法第９

条第２項に規定する指定区間内の一級河川（同法第４条第１項に規定する一級河川をいう。以下同

じ。）の管理の一部を行う場合における当該都道府県知事又は当該指定都市の長並びに下水道管理者

（下水道法 （昭和33年法律第79号）第４条第１項に規定する公共下水道管理者、同法第25条の11第

１項に規定する流域下水道管理者及び同法第27条第１項に規定する都市下水路管理者をいう。第７条

第４項において同じ。）の協力並びに水防に必要な器具、資材及び設備の整備及び運用に関する計画

をいう。 

７ この法律において「量水標等」とは、量水標、験潮儀その他の水位観測施設をいう。 

８ この法律において「水防警報」とは、洪水、津波又は高潮によつて災害が発生するおそれがあると

き、水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。 

  第二章 水防組織 

 （市町村の水防責任） 

第３条 市町村は、その区域における水防を十分に果すべき責任を有する。ただし、水防事務組合が水

防を行う区域及び水害予防組合の区域については、この限りでない。 

 （水防事務組合の設立） 

第３条の２ 地形の状況により、市町村が単独で前条の責任を果たすことが著しく困難又は不適当であ

ると認められる場合においては、関係市町村は、洪水、津波又は高潮による被害の共通性を勘案して、

共同して水防を行う区域を定め、水防事務組合を設けなければならない。 

第３条の３～第３条の５ （略） 

 

 （都道府県の水防責任） 

第３条の６ 都道府県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべ

き責任を有する。 

 （指定水防管理団体） 

第４条 都道府県知事は、水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体を指定することができる。 

 （水防の機関） 

第５条 水防管理団体は、水防事務を処理するため、水防団を置くことができる。 

２ 前条の規定により指定された水防管理団体（以下「指定管理団体」という。）は、その区域内にあ

る消防機関が水防事務を十分に処理することができないと認める場合においては、水防団を置かなけ

ればならない。 

３ 水防団及び消防機関は、水防に関しては水防管理者の所轄の下に行動する。 
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 （水防団） 

第６条 水防団は、水防団長及び水防団員をもつて組織する。 

２ 水防団の設置、区域及び組織並びに水防団長及び水防団員の定員、任免、給与及び服務に関する事

項は、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定める。 

 （公務災害補償） 

第６条の２ 水防団長又は水防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は公務に

よる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態となったときは、当該水防団長又は水防団

員の属する水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、

水害予防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれらの原

因によって受ける損害を補償しなければならない。 

２ 前項の場合においては、水防管理団体は、当該水防団長若しくは水防団員又はその者の遺族の福祉

に関して必要な事業を行うように努めなければならない。 

 （退職報償金） 

第６条の３ 水防団長又は水防団員で非常勤のものが退職した場合においては、当該水防団長又は水防

団員の属する水防管理団体は、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては

組合会の議決で定めるところにより、その者（死亡による退職の場合には、その者の遺族）に退職報

償金を支給することができる。 

第６条～第８条 （略） 

 

  第三章 水防活動 

 （河川等の巡視） 

第９条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、随時区域内の河川、海岸堤防、津波防護施設（津

波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第２条第10項に規定する津波防護施設をい

う。以下この条において同じ。）等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直

ちに当該河川、海岸堤防、津波防護施設等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。 

 （国の機関が行う洪水予報等） 

第10条 気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、

その状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ放送機関、新聞社、

通信社その他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させなけ

ればならない。 

２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水により

国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、気象庁長官と共同し

て、洪水のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若しくは

流量又ははん濫により浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通

知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で

定める水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管理者をいう。以下同じ。）に、その受けた通知に

係る事項（量水標管理者にあっては、洪水又は高潮に係る事項に限る。）を通知しなければならない。 

 （都道府県知事が行う洪水予報） 

第11条 都道府県知事は、前条第２項の規定により国土交通大臣が指定した河川以外の流域面積が大き

い河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水のおそ

れがあると認められるときは、気象庁長官と共同して、その状況を水位又は流量を示して直ちに都道

府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協

力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、気象庁長官に協議するものとする。 

 （水位の通報及び公表） 

第12条 都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそれがあ

ることを自ら知り、又は第10条第３項若しくは前条第１項の規定による通知を受けた場合において、

量水標等の示す水位が都道府県知事の定める通報水位を超えるときは、その水位の状況を、都道府県

の水防計画で定めるところにより、関係者に通報しなければならない。 

２ 都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位（前項の通報水位を

超える水位であって洪水又は高潮による災害の発生を警戒すべきものとして都道府県知事が定める

水位をいう。以下同じ。）を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところ

により、公表しなければならない。 

 （国土交通大臣又は都道府県知事が行う水位情報の通知及び周知） 
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第13条 国土交通大臣は、第10条第２項の規定により指定した河川以外の河川のうち、河川法（昭和39

年法律第167号）第９条第２項に規定する指定区間外の一級河川（同法第４条第１項に規定する一級

河川をいう。次項において同じ。）で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものと

して指定した河川について、洪水特別警戒水位（警戒水位を超える水位であって洪水による災害の発

生を特に警戒すべき水位をいう。次項において同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに達したとき

は、その旨を当該河川の水位又は流量を示して関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報

道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 都道府県知事は、第10条第２項又は第11条第１項の規定により国土交通大臣又は自らが指定した河

川以外の河川のうち、河川法第９条第２項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第五条第１項に

規定する二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、

洪水特別警戒水位を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量

を示して直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要

に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

３ 都道府県知事は、第１項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で

定める水防管理者及び量水標管理者に、その受けた通知に係る事項を通知しなければならない。 

 （都道府県知事又は市町村長が行う雨水出水に係る水位情報の通知及び周知）  

第13条の２ 都道府県知事は、当該都道府県が管理する公共下水道等（下水道法第２条第３号に規定す

る公共下水道、同条第４号に規定する流域下水道又は同条第５号に規定する都市下水路をいう。以下

この条において同じ。）の排水施設等（排水施設又はこれを補完するポンプ施設若しくは貯留施設を

いう。以下この条及び第14条の２第１項において同じ。）で雨水出水により相当な損害を生ずるおそ

れがあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位（雨水出水による災害の発生を特

に警戒すべき水位（公共下水道等の排水施設等の底面から水面までの高さをいう。以下この条におい

て同じ。）をいう。次項において同じ。）を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したときは、そ

の旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水

標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければ

ならない。  

２ 市町村長は、当該市町村が管理する公共下水道等の排水施設等で雨水出水により相当な損害を生ず

るおそれがあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位を定め、当該排水施設等の

水位がこれに達したときは、その旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該市町村の存する都道

府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協

力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

第13条の３ （略） 

 

 （関係市町村長への通知）  

第13条の４ 第10条第２項若しくは第13条第１項の規定により通知をした国土交通大臣又は第11条第

１項、第13条第２項、第13条の２第１項若しくは前条の規定により通知をした都道府県知事は、災害

対策基本法第60条第１項の規定による避難のための立退きの勧告若しくは指示又は同条第３項の規

定による屋内での待避等の安全確保措置の指示の判断に資するため、関係市町村の長にその通知に係

る事項を通知しなければならない。 

 （浸水想定区域） 

第14条 国土交通大臣は、第10条第２項又は第13条第１項の規定により指定した河川について、都道府

県知事は、第11条第１項又は第13条第１項の規定により指定した河川について、洪水時の円滑かつ迅

速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省

令で定めるところにより、想定最大規模降雨（想定し得る最大規模の降雨であって国土交通大臣が定

める基準に該当するものをいう。以下同じ。）により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区

域を洪水浸水想定区域として指定するものとする。 

２ 前項の規定による指定は、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深を明らかにしてするもの

とする。 

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定める

ところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の長に通知しなけ

ればならない。 

４ 前二項の規定は、第１項の規定による指定の変更について準用する。 

 （雨水出水浸水想定区域）  

第14条の２ 都道府県知事は、第13条の２第１項の規定により指定した排水施設等について、市町村長

は、同条第２項の規定により指定した排水施設等について、雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を確保
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し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、想定最大規模降雨により当該指定に係る排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又は当

該指定に係る排水施設（当該指定に係るポンプ施設又は貯留施設に接続する排水施設を含む。）から

河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できなくなつた場合に浸水が想定される区域を

雨水出水浸水想定区域として指定するものとする。 

２ 前項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定

める事項を明らかにしてするものとする。 

３ 都道府県知事又は市町村長は、第１項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、都道府県知事にあつては、関係市

町村の長に通知しなければならない。 

４ 前二項の規定は、第１項の規定による指定の変更について準用する。 

第14条の３ 略 

 

 （浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難を確保及び浸水防止のための措置） 

第15条 市町村防災会議（災害対策基本法第16条第１項に規定する市町村防災会議をいい、これを設置

しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、第14条第１項の規定に

よる洪水浸水想定区域の指定、第14条の２第１項の規定による雨水出水浸水想定区域の指定又は前条

第１項の規定による高潮浸水想定区域の指定があつたときは、市町村地域防災計画（同法第42条第１

項に規定する市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、少なくとも当該洪水浸水想定区域、

雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定めるものとする。た

だし、第４号ハに掲げる施設について同号に掲げる事項を定めるのは、当該施設の所有者又は管理者

からの申出があつた場合に限る。 

（１）洪水予報等（第10条第１項若しくは第２項若しくは第11条第１項の規定により気象庁長官、国土

交通大臣及び気象庁長官若しくは都道府県知事及び気象庁長官が行う予報又は第13条第１項若し

くは第２項、第13条の２若しくは第13条の３の規定により国土交通大臣、都道府県知事若しくは市

町村長が通知し若しくは周知する情報をいう。次項において同じ。）の伝達方法 

（２）避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

（３）災害対策基本法第48条第１項の防災訓練として市町村長が行う洪水、雨水出水又は高潮に係る避

難訓練の実施に関する事項 

（４）浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域をいう。第３項

において同じ。）内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地 

  イ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下に建設が

予定されている施設又は地下に建設中の施設であって、不特定かつ多数の者が利用すると見込ま

れるものを含む。）をいう。次条において同じ。）でその利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮

時（以下「洪水時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図る

必要があると認められるもの 

  ロ 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者

が利用する施設をいう。第15条の３において同じ。）でその利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な

避難の確保を図る必要があると認められるもの 

  ハ 大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交通省令で定める

基準を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（第15条の４において「大規

模工場等」という。）でその洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認められるもの 

（５）その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第４号に掲げる事項を定め

るときは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定め

る者への洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。 

（１）前項第４号イに掲げる施設（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。） 

当該施設の所有者又は管理者及び次条第九項に規定する自衛水防組織の構成員 

（２）前項第４号ロに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第15条の３第６項の規定により自衛

水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員） 

（３）前項第４号ハに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第15条の４第１項の規定により自衛

水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員） 

３ 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域防

災計画において定められた第１項各号に掲げる事項を住民、滞在者その他の者（第15条の11において

「住民等」という。）に周知させるため、これらの事項（次の各号に掲げる区域をその区域に含む市
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町村にあっては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した印刷物の配布その他の必要な

措置を講じなければならない。  

（１）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 （平成12年法律第57号）第

７条第１項の土砂災害警戒区域 同法第８条第３項に規定する事項  

（２）津波防災地域づくりに関する法律第53条第１項の津波災害警戒区域 同法第55条に規定する事項 

 （地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画の作成等） 

第15条の２ 略 

 

 （要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 

第15条の３ 第15条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配

慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用施設の

利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画

を作成しなければならない。 

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞な

く、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

３ 市長村長は、第1項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していな

い場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をするこ

とができる。 

４ 市長村長は、前項の規定による指示を受けた第1項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正

当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表するこができる。 

５ 第1項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、同

項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行わなけれ

ばならない。 

第15条の４ 第15条第１項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた大規

模工場等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該大規模工場等の洪水時等

の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成するとともに、当該計画で定

めるところにより当該大規模工場等の洪水時等の浸水の防止のための訓練を実施するほか、当該大規

模工場等の洪水時等の浸水の防止を行う自衛水防組織を置くよう努めなければならない。 

２ 前項の大規模工場等の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成し、又は自衛水防組織を

置いたときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事

項を市町村長に報告しなければならない。当該計画又は当該事項を変更したときも、同様とする。 

 （市町村防災会議の協議会が設置されている場合の準用）  

第15条の５ 第15条から前条までの規定は、災害対策基本法第17条第１項の規定により水災による被害

の軽減を図るため市町村防災会議の協議会が設置されている場合について準用する。この場合におい

て、第15条第１項中「市町村防災会議（災害対策基本法第16条第１項 に規定する市町村防災会議を

いい、これを設置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする」とあるのは「市町村防災会議の

協議会（災害対策基本法第17条第１項に規定する市町村防災会議の協議会をいう」と、「市町村地域

防災計画（同法第42条第１項に規定する市町村地域防災計画をいう」とあるのは「市町村相互間地域

防災計画（同法第44条第１項に規定する市町村相互間地域防災計画をいう」と、同条第１項中「市町

村防災会議」とあるのは「市町村防災会議の協議会」と、同項、同条第３項、第15条の２第１項及び

第５項、第15条の３第１項並びに前条第１項中「市町村地域防災計画」とあるのは「市町村相互間地

域防災計画」と読み替えるものとする。 

 （水防警報） 

第16条 国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあると認

めて指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通大臣が指定した河川、湖沼又

は海岸以外の河川、湖沼又は海岸で洪水、津波又は高潮により相当な損害を生ずるおそれがあると認

めて指定したものについて、水防警報をしなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により水防警報をしたときは、直ちにその警報事項を関係都道府県知

事に通知しなければならない。 

３ 都道府県知事は、第１項の規定により水防警報をしたとき、又は前項の規定により通知を受けたと

きは、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその警報事項又はその受けた通知に係る事

項を関係水防管理者その他水防に関係のある機関に通知しなければならない。 

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定したときは、そ

の旨を公示しなければならない。 
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 （水防団及び消防機関の出動） 

第17条 水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその他水防上必要が

あると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防団及び消防機関を出動させ、

又は出動の準備をさせなければならない。 

 （優先通行） 

第18条 都道府県知事の定める標識を有する車両が水防のため出動するときは、車両及び歩行者は、こ

れに進路を譲らなければならない。 

 （緊急通行） 

第19条 水防団長、水防団員及び消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所に赴くときは、

一般交通の用に供しない通路又は公共の用に供しない空地及び水面を通行することができる。 

 （水防信号） 

第20条 都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。 

２ 何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。 

 （警戒区域） 

第21条 水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、警

戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又

はその区域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこれ

らの者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行うことができる。 

 （警察官の援助の要求） 

第22条 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察官の出動を求

めることができる。 

 （応援） 

第23条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者又は市町村長若しくは消

防長に対して応援を求めることができる。応援を求められた者は、できる限りその求めに応じなけれ

ばならない。 

２ 応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動するものと

する。 

３ 第１項の規定による応援のために要する費用は、当該応援を求めた水防管理団体が負担するものと

する。 

４ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該応援を求めた水防管理団体と当該応援

を求められた水防管理団体又は市町村とが協議して定める。 

 （居住者等の水防義務） 

第24条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、当該

水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。 

 （決壊の通報） 

第25条 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときは、水防管理者、水防団長、消防機関の長又は

水防協力団体の代表者は、直ちにこれを関係者に通報しなければならない。 

 （決壊後の処置） 

第26条 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水防

協力団体の代表者は、できる限りはん濫による被害が拡大しないように努めなければならない。 

 （水防通信） 

第27条 何人も、水防上緊急を要する通信が最も迅速に行われるように協力しなければならない。 

２ 国土交通大臣、都道府県知事、水防管理者、水防団長、消防機関の長又はこれらの者の命を受けた

者は、水防上緊急を要する通信のために、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第５号に規

定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は警察通信施設、

気象官署通信施設、鉄道通信施設、電気事業通信施設その他の専用通信施設を使用することができる。 

 （公用負担） 

第28条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防の現場

において、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、若しくは収用し、車両その

他の運搬用機器を使用し、又は工作物その他の障害物を処分することができる。 

２ 水防管理団体は、前項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなければ

ならない。 

 （立退きの指示） 

第29条 洪水、津波又は高潮によって氾濫による著しい危険が切迫していると認められるときは、都道
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府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者は、必要と認める区域の居住者、滞在者そ

の他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。水防管理者が指示をする場

合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。 

 （知事の指示） 

第30条 水防上緊急を要するときは、都道府県知事は、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対し

て指示をすることができる。 

 （重要河川における国土交通大臣の指示） 

第31条 二以上の都府県に関係がある河川で、公共の安全を保持するため特に重要なものの水防上緊急

を要するときは、国土交通大臣は、都道府県知事、水防管理者、水防団長又は消防機関の長に対して

指示をすることができる。 

 （特定緊急水防活動） 

第32条 国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮による著しく激甚な災害が発生した場合において、水防

上緊急を要すると認めるときは、次に掲げる水防活動（以下この条及び第43条の２において「特定緊

急水防活動」という。）を行うことができる。 

（１）当該災害の発生に伴い浸入した水の排除 

（２）高度の機械力又は高度の専門的知識及び技術を要する水防活動として政令で定めるもの 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により特定緊急水防活動を行おうとするときは、あらかじめ、当該特

定緊急水防活動を行おうとする場所に係る水防管理者にその旨を通知しなければならない。特定緊急

水防活動を終了しようとするときも、同様とする。 

３ 第１項の規定により国土交通大臣が特定緊急水防活動を行う場合における第19条、第21条、第22

条、第25条、第26条及び第28条の規定の適用については、第19条中「水防団長、水防団員及び消防

機関に属する者」とあり、第21条第１項中「水防団長、水防団員又は消防機関に属する者」とあり、

及び同条第２項中「水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者」とあるのは「国土交通省の職

員」と、第22条中「水防管理者」とあり、第25条中「水防管理者、水防団長、消防機関の長又は水防

協力団体の代表者」とあり、第26条中「水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水防協力団体の代

表者」とあり、及び第28条第１項中「水防管理者、水防団長又は消防機関の長」とあるのは「国土交

通大臣」と、同条第２項中「水防管理団体」とあるのは「国」とする。 

 （水防訓練） 

第32条の２ 指定管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行わなければな

らない。 

２ 指定管理団体以外の水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行う

よう努めなければならない。 

第32条の３ 略 

 

第四章 指定水防管理団体 

 （水防計画） 

第33条 指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防計

画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。 

２ 指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、水防協議会（次条第１項に規定する水防協議会をいう。以下この項において同じ。）を

設置する指定管理団体にあっては当該水防協議会、水防協議会を設置せず、かつ、災害対策基本法第

16条第１項に規定する市町村防災会議を設置する市町村である指定管理団体にあっては当該市町村

防災会議に諮らなければならない。 

３ 指定管理団体の水防管理者は、第１項の規定により水防計画を定め、又は変更したときは、その要

旨を公表するよう努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 第７条第２項の規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。 

（水防協議会） 

第34条 指定管理団体の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、指定管理団体に

水防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組合については、これらに水防

協議会を置くものとする。 

２ 指定管理団体の水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。 

３ 指定管理団体の水防協議会は、会長１人及び委員25人以内で組織する。 

４ 会長は、指定管理団体の水防管理者をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関

係のある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから指定管理団体の水防管理者が命じ、又は委嘱

する。 
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５ 前各項に定めるもののほか、指定管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、市町村又は水防事務

組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定める。 

（水防団員の定員の基準） 

第35条 都道府県は、条例で、指定管理団体の水防団員の定員の基準を定めることができる。 

第五章 水防協力団体 

第36条～第40条 略 

 

第六章 費用の負担及び補助 

 （水防管理団体の費用負担） 

第41条 水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとする。 

 （利益を受ける市町村の費用負担） 

第42条 水防管理団体の水防によって当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市町村が著しく利

益を受けるときは、前条の規定にかかわらず、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著し

く利益を受ける市町村が負担するものとする。 

２ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防に

より著しく利益を受ける市町村とが協議して定める。 

３ 前項の規定による協議が成立しないときは、水防管理団体又は市町村は、その区域の属する都道府

県の知事にあっせんを申請することができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいてあっせんをしようとする場合において、当事者

のうちにその区域が他の都府県に属する水防管理団体又は市町村があるときは、当該他の都府県の知

事と協議しなければならない。 

 （都道府県の費用負担） 

第43条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務に要する費用は、当該都道府

県の負担とする。 

 （国の費用負担） 

第43条の２ 第32条第１項の規定により国土交通大臣が行う特定緊急水防活動に要する費用は、国の負

担とする。 

 （費用の補助） 

第44条 都道府県は、第41条の規定により水防管理団体が負担する費用について、当該水防管理団体に

対して補助することができる。 

２ 国は、前項の規定により都道府県が水防管理団体に対して補助するときは、当該補助金額のうち、

二以上の都府県の区域にわたる河川又は流域面積が大きい河川で洪水による国民経済に与える影響

が重大なものの政令で定める水防施設の設置に係る金額の二分の一以内を、予算の範囲内において、

当該都道府県に対して補助することができる。 

３ 前項の規定により国が都道府県に対して補助する金額は、当該水防施設の設置に要する費用の三分

の一に相当する額以内とする。 

第七章 雑則 

 （第24条の規定により水防に従事した者に対する災害補償） 

第45条 第24条の規定により水防に従事した者が水防に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは

病気にかかり、又は水防に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態

となったときは、当該水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあって

は条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族が

これらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。 

 （表彰） 

第46条 国土交通大臣は、水防管理者の所轄の下に水防に従事した者で当該水防に関し著しい功労があ

ると認められるものに対し、国土交通省令で定めるところにより、表彰を行うことができる。 

 （報告） 

第47条 国土交通大臣及び消防庁長官は、都道府県又は水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告を

させることができる。 

２ 都道府県知事は、都道府県の区域内における水防管理団体に対し、水防に関し必要な報告をさせる

ことができる。 

 （勧告及び助言） 

第48条 国土交通大臣は都道府県又は水防管理団体に対し、都道府県知事は都道府県の区域内における

水防管理団体に対し、水防に関し必要な勧告又は助言をすることができる。 

 （資料の提出及び立入り） 
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第49条 都道府県知事又は水防管理者は、水防計画を作成するために必要があると認めるときは、関係

者に対して資料の提出を命じ、又は当該職員、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者をし

て必要な土地に立ち入らせることができる。 

２ 都道府県の職員、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、前項の規定により必要な土地に

立ち入る場合においては、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示

しなければならない。 

 （消防事務との調整） 

第50条 水防管理者は、水防事務と水防事務以外の消防事務とが競合する場合の措置について、あらか

じめ市町村長と協議しておかなければならない。 

 （権限の委任） 

第51条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、その一部を

地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。 

第八章 罰則 

第52条 みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を損壊し、又は撤去し

た者は、３年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

２ 前項の者には、情状により懲役及び罰金を併科することができる。 

第53条 刑法（明治40年法律第45号）第121条の規定の適用がある場合を除き、第21条の規定による立

入りの禁止若しくは制限又は退去の命令に従わなかつた者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金

に処する。 

第54条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金又は拘留に処する。 

（１）みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を使用し、又はその正当

な使用を妨げた者 

（２）第20条第２項の規定に違反した者 

（３）第49条第１項の規定による資料を提出せず、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同項の規定によ

る立入りを拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

附 則（抄） 

１ この法律は、公布の日から起算して60日を経過した日〔昭和24年８月３日〕から施行する。 

 （附則 省略） 
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○ 水防工法 

 

河川堤防の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（１）水防工法の分類 

   水防工法には様々なものがあるが、その目的と資材人材等に応じて最も適切なものを選ばなければな

らない。 

   では、河川堤防の破堤原因にはどのようなものがあるかを示すと、次の３種類が主なものである。 

   ① 越水（溢水）による場合・・・堤防から水が溢れでて、堤防の裏法面から欠壊していく。 

   ② 浸透（漏水）による場合・・・河川の水位が高い場合、水圧により裏法面や裏法先に河水が湧水 

                      して堤防が欠壊していく。 

   ③ 洗掘による場合・・・・・・・河川の流勢や波浪により表法面が洗掘されて欠壊していく。 

   以上の場合に、古くから行われてきた水防工法及び最近研究開発されている工法を分類すると次表の

とおりである。 
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主な水防工法 

漏水対策工 月の輪工 

 

川裏側の堤防すそ付近で漏水が発生した場合。漏水口を中心に半

円状に土のうを積み水を溜め、その水圧により漏水の噴き出しを

やわらげる。 
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漏水対策工 釜段工 川裏側の堤防近くの平場で漏水が発生した場合。漏水口を中心に

土のうを積み水を溜め、その水圧により漏水の噴き出しをやわら

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

亀裂対策工 五徳縫い工 堤防裏側の小段やのり面に亀裂が発生した場合。亀裂を挟んで竹を結

び合せ、竹の弾力を利用して、亀裂の拡大を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

繋ぎ縫い工 堤防上やのり面に亀裂が発生した場合。亀裂箇所に等間隔に打ち込ん

だ杭と杭を鉄線でつなぎ、ねじり締め、その力で亀裂の拡大を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

洗掘対策工 木流し工 流水が堤防に激しくあたり洗掘しはじめている場合。堤防のり面に枝

葉の茂った木で覆い、流水をゆるやかにして洗掘の拡大を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

シート張り

工 

堤防に洗掘が発生した場合。シートで洗掘箇所を覆い、洗掘の拡大を

防ぐ。 
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洗掘対策工 水防マット

工 

堤防に洗掘が発生した場合。洗掘箇所に専用のマットをたれ下ろし、

袋に砂利を詰めて、洗掘の拡大を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

捨て石土の

う工 

流水が堤防に激しく洗掘しはじめている場合。応急対策として、

流されてない大きさの土のう、砂利俵、石などを洗掘個所に投げ

こみ洗掘の拡大を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

のり崩れ対

策工 

築き回し工 川表の崩壊に対し、不足した堤防断面を裏のりで補強する工法で

ある。裏のり面に杭を等間隔で打ち込み、青竹を編み付け、内部

に土のうを詰める。 

 

 

 

 

 

 

 

杭打積土の

う工 

川裏側の堤防のり面が崩れたとき。またはそのおそれがある場合。

のり崩れの下部に杭と土のうでおさえを築き、崩壊を防止する。 

 

 

 

 

 

 

 

鋼矢板打設

工 

川側の堤防のり面が崩れた場合。建設機械を用いて鋼矢板を打ち

込み、その前面にコンクリートブロックを投入して流水の勢いを

弱め、崩壊箇所を保護する。 
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のり崩れ対

策工 

大型土のう

工 

川側の堤防のり面が崩れた場合。建設機械を用して大型土のうを

崩壊箇所の前面に投入し保護する。現地での作成が可能でスピー

ディーに対応できる。 

 

 

 

 

 

 

 

越水対策工 積土のう工 洪水が堤防を越えるおそれのある場合。堤防の上に土のうを積み、

堤防をかさ上げする。 

 

 

 

 

 

 

 

改良積土の

う工 

洪水が堤防を越えるおそれのある場合。積土のう工に対し、シー

トを用いて補強を加えた工法。 

 

 

 

 

 

 

 

せき板工 洪水が堤防を越えるおそれのある場合。堤防の上に板などでせき

を築き、堤防をかさ上げする。 

 

 

 

 

 

 

 

越水止め水

のう工 

洪水が堤防を越えるおそれのある場合。堤防の上に専用の水マッ

トを膨らませ、堤防をかさ上げする。スピーディーに対応できる。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 参考：平成16年度円小川・但馬地域合同水防演習ホームページより 

 



―（ 16 ）― 

○ 水防法第18条の規定による標識 
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○水防用気象通報、洪水予報及び水防警報 

 

 １ 大雨及び洪水警報・注意報基準表の見方 

（１）大雨及び洪水の欄中、Ｒ１、Ｒ３はそれぞれ１、３時間雨量を示す。「Ｒ１＝

７０」であれば、「１時間雨量７０㎜以上」を意味する。 

（２）洪水の欄中、「かつ」は２つの指数による基準を示す、例えば、「Ｒ３＝５０ か

つ 阿賀川流域＝４０」であれば「３時間雨量５０㎜以上かつ阿賀川流域の流域雨量

指数４０以上を意味する。 

（３）大雨及び洪水の欄中における、「平坦地、平坦地以外」等の地域名で基準値を記述す

る場合がある。 

（４）土壌雨量指数基準値は、１㎞四方ごとに設定している。大雨の欄中、土壌雨量

指数基準には、市町村内における基準値の最低値を示す。 

（５）洪水の欄中、「阿賀川流域＝４０」は、「阿賀川流域の流域雨量指数４０以上」

を意味する。 

   【参考】 

   土壌雨量指数：降雨による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土壌中に貯まっている

雨水の量を示す指数。解析雨量、降水短時間予報をもとに、５㎞四方の

領域ごとに算出する。 

   流域雨量指数：降雨による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対象となる地域・時刻

に存在する流域の雨水の量を示す指数。解析雨量、降水短時間予報をも

とに、５㎞四方の領域ごとに算出する。 

   平坦地、平坦地以外の定義 

    平坦地：概ね傾斜が３０パーミル以下で、都市化率が２５％以上の地域 

    平坦地以外：上記以外の地域 

 

 ２ 注意報・警報等の発表基準と構成 

 （１）発表基準  

   ア 特別警報 

種  類 内      容 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨水量となる大雨が予想され、若し

くは数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予

想される場合。 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合。 

暴風 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想さ

れる場合。 

暴風雪 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹く

と予想される場合。 

   イ 警報 

種  類 内      容 

暴風 平均風速が１８ｍ／s を超え、重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合。 

暴風雪  平均風速が１８ｍ／s を超え、雪を伴い、重大な災害が起こるおそれがある

と予想される場合。 

大雨 大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合。 

町で以下の基準に到達することが予想される場合 

（平成 29年 7月 7日現在） 

 表面雨量指数基準：  11 

 土壌雨量指数基準：  127 

大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）

のように警戒すべき事項が明記される。 
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種  類 内      容 

洪水 洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合。 

町で以下の基準に到達することが予想される場合 

（平成 29年 9月 7日現在） 

 流域雨量指数基準 只見川流域＝72.7,旧宮川流域＝6.8,宮川流域＝25.2 

 複合基準 只見川流域＝（5,52.5）阿賀川流域＝(5,49.1) 

大雪 大雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合。 

 １２時間降雪の深さ 平均４０㎝ 

    

 

   ウ 注意報 

種  類 内      容 

風雪 平均風速が１２ｍ／s 以上で、雪を伴い災害が発生するおそれがあると予想

される場合。 

強風 平均風速が１２ｍ／s 以上で、強風による災害が発生するおそれがあると予

想される場合。 

大雨 大雨によって災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

町で以下の基準に到達することが予想される場合 

（平成 29年 7月 7日現在） 

 表面雨量指数基準： 7 

 土壌雨量指数基準： 81 

洪水 洪水によって災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

町で以下の基準に到達することが予想される場合 

（平成 29年 7月 7日現在） 

流域雨量指数基準 只見川流域＝58.1,旧宮川流域＝5.4,宮川流域＝20.1 

 複合基準 只見川流域＝(5,47.3),旧宮川流域＝(5,5.4), 

宮川流域＝(5,20.1),阿賀川流域＝(5,35.8) 

 指定河川洪水予報による基準 阿賀川（宮古・山科） 

大雪 大雪によって災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

 １２時間降雪の深さ ２０㎝ 

濃霧 濃霧のため交通機関等に著しい支障を及ぼすおそれのある場合。 

視界が陸上で１００ｍ以下 

雷 落雷等により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

乾燥 空気が乾燥し火災の危険性が大きいと予想される場合。 

・実効湿度６０％以下、最小湿度４０％以下、風速８ｍ／s以上 

・実効湿度６０％以下、最小湿度３０％以下 

なだれ なだれが発生し災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

・山沿いで２４時間降雪の深さが４０㎝以上 

・積雪が５０㎝以上で、日平均気温３℃以上の日が継続。 

着雪(氷) 着雪（氷）が著しく、通信線や送電線当に被害が予想される場合。 

大雪注意報の条件下で気温が－２℃より高い場合。 

霜 早霜、晩霜等により農作物に著しい被害が予想される場合。 

最低気温が、早霜期、晩霜期におおむね２℃（早霜は農作物の育成状況を考

慮して実施する。） 

低温 低温のため農作物等に著しい被害があると予想される場合。 

（夏期）最高、最低又は平均気温が平年より４～５℃以上低い日が数日以上

続く。 

低温のため水道管の凍結や破裂により著しい被害があると予想される場合。 

（冬季）会津の平地 

最低気温が－１２℃以下、又は－９℃以下の日が数日続くとき。 

融雪 融雪によって災害が発生するおそれがあると予想される場合。 
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※表面雨量指数：短時間強雨による浸水危険度の高まりを把握するための指標で、 

地面の被覆状況や地質、地形勾配などを考慮して、降った雨 

が地表面にどれだけ溜まっているかを数値化したもの。 

※土壌雨量指数：降雨による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土壌中に貯 

まっている雨水の量を示す指数。解析雨量、降水短時間予報 

をもとに、5km 四方の領域ごとに算出する。 

※流域雨量指数：降雨による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対象となる 

地域・時刻に存在する流域の雨水の量を示す指数。解析雨量、 

降水短時間予報をもとに、5km四方の領域ごとに算出する。 

※複合基準：（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表 

している。 

 

 

重要水防区域評価基準 

（河川） 

種  別 
重    要    度 

要注意区間 
Ａ 水防上最も重要な区間 Ｂ 水防上重要な区間 

堤防高 

（流下能力） 

計画高水流量規模の洪水の水

位が現況の堤防高以上の箇所 

計画高水流量規模の洪水の水

位と現況の堤防高との差が堤

防の計画余裕高に満たない箇

所 

 

堤防断面 現況の堤防断面あるいは天端

幅が、計画の堤防断面あるい

は計画天端幅の２分の１未満

の箇所 

現況の堤防断面あるいは天端

幅が、計画の堤防断面あるい

は計画の天端幅に対して不足

しているが、それぞれ２分の

１以上確保されている箇所 

 

法崩れ・すべり 法崩れ又はすべりの実績があ

るが、その対策が未施工の箇

所 

法崩れ又はすべりの実績があ

るが、その対策が暫定施工の

箇所 

法崩れ又はすべりの実績はな

いが、堤体あるいは基礎地盤

の土質、法勾配等からみて法

崩れ又はすべりが発生するお

それがある箇所で、所要の対

策が未施工の箇所 

 

漏水 漏水の履歴があるが、その対

策が未施工の箇所 

漏水の履歴があるが、その対

策が暫定施工の箇所。 

漏水の履歴はないが、破堤跡

又は旧川跡の堤防であるこ

と、あるいは基礎地盤及び堤

体の土質等からみて、漏水が

発生するおそれがある箇所

で、所要の対策が未施工の箇

所 

 

水衝・洗掘 水衝部にある堤防の前面の河

床が深掘れしているがその対

策が未施工の箇所 

橋台取り付け部やその他の工

作物の突出箇所で、堤防護岸

の根固め等で洗われ一部損傷

しているが、その対策が未施

工の箇所 

水衝部にある堤防の前面の河

床が深掘れにならない程度に

洗掘されているが、その対策

が未施工の箇所 

 



―（ 20 ）― 

種  別 
重    要    度 

要注意区間 
Ａ 水防上最も重要な区間 Ｂ 水防上重要な区間 

工作物 河川管理施設等応急対策基準

に基づく改善措置を必要とす

る堰、橋梁、樋管その他の工

作物が設置されている箇所 

橋梁その他の河川横断工作物

の桁下高等が計画高水流量規

模の洪水の水位以下となって

いる箇所 

橋梁その他の河川横断工作物

の桁下高等が計画高水流量規

模の洪水の水位との差が堤防

の計画余裕高に満たない箇所 

 

工事施工   出水期間中に

堤防を開削す

る工事箇所又

は仮締切り等

により本堤に

影響を及ぼす

箇所 

新堤防・破堤

跡・旧川跡 

  新堤防で築造

後３年以内の

箇所 

破堤跡又は旧

川跡の箇所 

陸閘   陸閘が設置さ

れている箇所 

 



〇阿賀川はん濫注意情報パターン文

→ → →

正規

（見出し）

（主　文）

（雨　量）
多いところで１時間に○○ミリの雨が降っています。
この雨は当分この状態が続くでしょう。

阿賀川阿賀川阿賀川阿賀川ではではではでは、、、、氾濫注意水位氾濫注意水位氾濫注意水位氾濫注意水位（（（（レベル２レベル２レベル２レベル２））））にににに到達到達到達到達しししし、、、、今後今後今後今後、、、、水位水位水位水位はさらにはさらにはさらにはさらに
上昇上昇上昇上昇するするするする見込見込見込見込みみみみ

阿賀川の宮古水位観測所（河沼郡会津坂下町）では、○○日○○時○○分頃に、「氾濫注
意水位（レベル２）」に到達し、今後、水位はさらに上昇する見込みです。洪水に関する情報
に注意して下さい。

阿賀川河川事務所・福島地方気象台　共同発表

気象庁　福島地方気象台

流域

阿賀川流域

00日00時00分～00日00分
までの流域平均雨量

00日00時00分～00日00分
までの流域平均雨量の見込み

○○ミリ ○○ミリ

平成○○年○月○日

発表者 第１受報者 第２受報者 第３受報者

機関名
国土交通省　阿賀川河川事務所

機関名 機関名

阿賀川氾濫注意情報阿賀川氾濫注意情報阿賀川氾濫注意情報阿賀川氾濫注意情報

○○時○○分

阿 賀 川 洪 水 予 報 第 ○ 号

洪 水 注 意 報 ( 発 表 )

－ ( 21 ) －

（水　位）

馬越 xx.x ↑

水位観測所 xx.x -

(大沼郡会津美里町) xx.x -

xx.x -

宮古 xx.x -

水位観測所  *** -

(河沼郡会津坂下町)  *** -

 *** -

山科 xx.x -

水位観測所  *** -

(喜多方市)  *** -

 *** -

水位のグラフは各水位間を按分したものです。

レベル４については、氾濫危険水位と計画高水位を按分しており、氾濫危険水位＝計画高水位の場合は最大になります。

00日 00時00分の現況

00日 00時00分の予測

阿賀川流域 ○○ミリ ○○ミリ

レベル３ レベル４

阿賀川の水位観測所における水位は次の通りと見込まれます。

観測所名 氾濫
注意

避難
判断

氾濫
危険

水位(m)
水防団
待機

レベル２水位危険度

00日 00時00分の予測

00日 00時00分の予測

00日 00時00分の予測

00日 00時00分の現況

00日 00時00分の予測

00日 00時00分の現況

00日 00時00分の予測

00日 00時00分の予測

レベル１

00日 00時00分の予測

00日 00時00分の予測

－ ( 21 ) －



（参考資料）

レベル４
はん濫危険水位※

レベル３
避難判断水位※

レベル２
はん濫注意水位

レベル１
水防団待機水位

左岸 左岸 左岸

右岸 右岸 右岸

はん濫が発生した場
合の浸水想定区域

※避難判断水位、氾濫危険水位：水位観測所受け持ち区間内の第１位危険箇所の

                                避難判断水位・氾濫危険水位を水位観測所に換算した水位です。

 

水位危険度レベル

レベル５

レベル４

喜多方市

○○県△△市△地区、
○○県△△市△△地区、
○○県△△市△△△地区、
○○県△△市□□地区、

○○県××市×地区、
○○県××市×地区、
○○県××市×××地区、
○○県××市□□地区、

1.50

阿賀川

喜多方市塩川町会知
から会津若松市四合

阿賀川

6.30

宮古水位観測所

河沼郡会津坂下町

3.40

2.00

5.196.60

4.00

3.90

氾濫の発生以降 氾濫水への警戒を求める段階

5.00

水位 求める行動の段階

馬越水位観測所

大沼郡会津美里町

○○県○○市○地区、
○○県○○市○○地区、
○○県○○市○○○地区、
○○県○○市□□地区、

2.70

阿賀川

会津若松市四合から
会津若松市大戸町

7.70

（単位：水位(m))

会津若松市蟹川から
会津美里町穂馬

喜多方市塩川町会知
から会津若松市蟹川

喜多方市山都町三津
合から喜多方市塩川
町会知

山科水位観測所

1.80

氾濫危険水位から氾濫発生まで
いつ氾濫してもおかしくない状態
避難等の氾濫発生に対する対応を求める段階

喜多方市山都町小舟
寺から喜多方市塩川
町会知

受け持ち区間

観測所名

－ ( 22 ) －

レベル３ 避難準備などの氾濫発生に対する警戒を求める段階

レベル２ 氾濫の発生に対する注意を求める段階

レベル１ 水防団が体制を整える段階

「雨量」「水位」等の情報は、下記のサイトからもご覧いただけます。

川の防災情報
気象庁ホームページ

電話：0242-26-6514

電話：024-534-2162

携帯電話から

問い合わせ先

氾濫注意水位から避難判断水位まで

パソコンから

避難判断水位から氾濫危険水位まで

http://www.river.go.jp/
http://www.jma.go.jp/

http://i.river.go.jp/

水防団待機水位から氾濫注意水位まで

水位関係：国土交通省阿賀川河川事務所管理課

気象関係：気象庁福島地方気象台

－ ( 22 ) －
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○阿賀川水防警報パターン文 
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○福島県水防警報パターン文 
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○水防活動状況報告書 
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○ 水防活動実施報告要領 
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○用語の定義 
 

 主な水防用語の定義は、次のとおりである。 

（１）水防管理団体 

   水防の責任を有する市町村又は水防に関する事務を共同に処理する水防事務組合若しくは

水害予防組合をいう（法第２条第２項）。 

（２）指定水防管理団体 

   水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体として知事が指定したものをいう（法第

４条）。 

（３）水防管理者 

   水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若しくは長若しくは水害予防組

合の管理者をいう（法第２条第３項）。 

（４）消防機関 

   消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第９条に規定する消防の機関（消防本部、消防署及

び消防団）をいう（法第２条第４項）。 

（５）消防機関の長 

   消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置かない市町村にあっては消防団の

長をいう（法第２条第５項）。 

（６）水防団 

   法第６条に規定する水防団をいう。 

（７）水位観測所（量水標）管理者 

   量水標、験潮儀その他の水位観測施設の管理者をいう（法第２条第６項、法第 10条第３項）。 

   都道府県の水防計画で定める観測所（量水標）管理者は、都道府県の水防計画で定めるとこ

ろにより、水位を通報及び公表しなければならない（法第 12条）。 

（８）水防協力団体 

   水防に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人その他法人でない

団体であって、事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計に関す

る事項その他当該団体の組織及び運営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるも

のを有しているものとして水防管理者が指定した団体をいう（法第 36条第１項）。 

（９）洪水予報河川  

   国土交通大臣又は都道府県知事が、流域面積が大きい河川で、洪水により国民経済上重大又

は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。国土交通大臣又は都道府県知事

は、洪水予報河川について、気象庁長官と共同して、洪水のおそれの状況を基準地点の水位又

は流量を示して洪水の予報等を行う（法第 10条第２項、法第 11条第１項、気象業務法（昭和

27年法律第 165号）第 14条の２第２項及び第３項）。 

（10）水防警報 

   国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大又は相当な損

害が生じるおそれがあると認めて指定した河川、湖沼又は海岸（水防警報河川等）について、

国土交通省又は都道府県の機関が、洪水、津波又は高潮によって災害が起こるおそれがあると

き、水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう（法第２条第７項、法第 16条）。 

（11）水位周知河川 

   国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により国民経済上重大又

は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。国土交通大臣又は都道府県知事

は、水位周知河川について、当該河川の水位があらかじめ定めた氾濫危険水位（特別警戒水位）

に達したとき、水位又は流量を示して通知及び周知を行う（法第 13条）。 

（12）水位到達情報 

   水位到達情報とは、国土交通大臣又は都道府県知事が指定した水位周知河川において、あら

かじめ定めた氾濫危険水位（特別警戒水位）への到達に関する情報のほか、氾濫注意水位（警

戒水位）、避難判断水位への到達情報、氾濫発生情報のことをいう。 

（13）水防団待機水位（通報水位） 

   水位観測所（量水標）の設置されている地点ごとに都道府県知事が定める水位で、各水防機

関が水防体制に入る水位（法第 12条第１項に規定される通報水位）をいう。 

水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそれがある場合において、量水標等
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の示す水位が水防団待機水位（通報水位）を超えるときは、その水位の状況を関係者に通報し

なければならない。 

（14）氾濫注意水位（警戒水位） 

   水防団待機水位（通報水位）を超える水位であって、洪水又は高潮による災害の発生を警戒

すべきものとして都道府県知事が定める水位（法第 12 条第２項に規定される警戒水位）をい

う。水道団の出動の目安となる水位である。 

   水位観測所（量水標）管理者は、量水標等の示す水位が氾濫注意水位（警戒水位）を超える

ときは、その水位の状況を公表しなければならない。 

（15）避難判断水位 

   氾濫注意水位（警戒水位）を超える水位であって、洪水による災害の発生を特に警戒すべき

水位をいう。 

   市町村長の避難準備情報発表の目安となる水位である。 

（16）氾濫危険水位 

   洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある水位をいう。市町村

長の避難勧告等の発令判断の目安となる水位である。水位周知河川においては、法第 13 条第

１項及び第２項に規定される特別警戒水位に相当する。 

（17）重要水防箇所 

   堤防の決壊、漏水、川の水があふれる等の危険が予想される箇所であり、洪水等に際して水

防上特に注意を要する箇所をいう。 

（18）洪水浸水想定区域 

   洪水予報河川及び水位周知河川について、洪水時の円滑かつ迅連な避難を確保し、又は浸水

を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、河川整備の計画降雨により当該河

川が氾濫した場合に洪水浸水が想定される区域として国土交通大臣又は都道府県知事が指定

した区域をいう（法第 14条）。 

 

 

 

 

 



長井橋

会津坂下町水防計画書（１）
重要水防区域図
水位流量観測所位置

※※※※暫定暫定暫定暫定（（（（H30.2.15現在現在現在現在））））

山科水位流量観測所
（右岸 4.80k）

水防団待機水位 1.80m

はん濫注意水位 2.70m

避難判断水位 6.30m

はん濫危険水位 7.70m

計画高水位 7.83m

南大橋水位流量観測所
（右岸 3.20k）

水防団待機水位 2.60m

はん濫注意水位 3.20m

避難判断水位 3.50m

はん濫危険水位 4.60m

計画高水位 5.37m

山王橋

島排水樋管

高高高高1111

高高高高2222

断断断断1111

断断断断2222

水水水水1111

漏漏漏漏1111

漏漏漏漏2222

要要要要1111

宮古水位流量観測所
（左岸 13.20k）

水防団待機水位 1.50m

はん濫注意水位 2.00m

避難判断水位 4.00m

はん濫危険水位 5.19m

計画高水位 5.19m

高高高高3333

高高高高4444

断断断断2222

水水水水2222

水水水水3333

水水水水4444

漏漏漏漏3333

断断断断3333

漏漏漏漏4444

要要要要2222

要要要要3333

決決決決1111

開津水位観測所

水防団待機水位 1.80m

はん濫注意水位 2.30m

2018/3/9

重要水防区域図 凡例
水防倉庫
決壊・溢水
堤防高不足B
堤防断面不足B
漏水A
漏水B
法崩れ・すべりA
法崩れ・すべりB
水衝・洗掘A
水衝・洗掘B
市町村境
要注意区間：旧川跡

高高高高○○○○

断断断断○○○○

法法法法○○○○

漏漏漏漏○○○○

水水水水○○○○

会津大橋

決決決決○○○○
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会津坂下町会津坂下町会津坂下町会津坂下町

細工名２号樋門（右岸）

細工名１号樋門（右岸）

開津樋門（右岸）

中開津１号樋門（右岸）

中開津２号樋門（右岸）

上開津２号樋門（右岸）

上開津１号樋門（右岸）

中新田４号樋門（左岸）

宮川宮川宮川宮川

西青津樋門（右岸）sd

下政所樋門（右岸）sd

旧宮川旧宮川旧宮川旧宮川

会津坂下町会津坂下町会津坂下町会津坂下町

窪倉樋門（右岸）

片門樋門（左岸）

舟渡樋門（右岸）

只見川只見川只見川只見川
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